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検討背景

本調査は、⽇本の投資環境のグローバル⽔準への引き上げ、IPOとM&Aのデュアルトラッ
ク・海外展開の促進を後押しするための要諦を明確にすることを⽬的としている

ユニコーン企業100社創出するには、海外VCからの投資や海外市場の取込みを促進する必要がある

海外VCが⽇本のスタートアップに投資しやすい環境を整備するとともに、スタートアップ側がグローバル市
場を取り込み、様々な成⻑エクイティストーリーを志向できる機会を提供することが重要である
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 スタートアップ育成５か年計画で掲げた⼤きな⽬標を達成するためには、海外の投資家やベンチャーキャピタルを
呼び込むための環境整備が不可⽋だが、海外投資家にとって⽇本の契約書式等が参⼊障壁となる場合がある
との指摘がある

 また、スタートアップの成⻑に資するM&A を促進するため、令和５年度税制改正において、オープインイノベーショ
ン促進税制のM&A 型を創設するなどの措置を講じたものの、売り⼿であるスタートアップ側が設⽴当初からIPO 
を前提とした資本政策を作成していることにより、M&A を選択するのが難しい状況となっているとの指摘がある。
スタートアップが上場後も⼤きく発展するために、上場前にスタートアップが買い⼿として他の企業を買収等するこ
とも考えられるが、実際に上場するまでは様々な要因によりM&A が進められないという声もある

 さらに、スタートアップが⼤きく成⻑するためには、海外市場を取り込むことが必要。他⽅、海外展開にあたって
は、国内事業とは異なるハードルやプラクティス等があると考えられる、そうしたハードルやプラクティス等を明らか
にした上で、更なる⽀援策の検討等に繋げることが必要

 スタートアップへの投資額を増やすためには、投資環境の健全な発展が必要である。経済産業省では、平成２
９年度、令和３年度と各種環境整備、調査研究事業を⾏ってきた。また、スタートアップの成⻑に資するM&A 
を促進するため、令和５年度税制改正において、オープインイノベーション促進税制のM&A 型を創設するなどの
措置を講じている。しかしながら、更なる環境の変化に応じて新たな更新が必要になっている

 本調査事業では、スタートアップ育成５か年計画で掲げた⼤きな⽬標を達成するため、⽇本の投資環境をグロー
バル⽔準としていくための調査のほか、IPO とM&A のデュアルトラック思考の資本政策やグローバル展開を成功さ
せるためのビジネスモデルの設計など、スタートアップが上場後も継続的に成⻑するためのポイントについて、調査
しまとめることを⽬的とする
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1. 調査の全体像
2. アンケート、ヒアリングに基づくグローバル展開のポイント
3. 各国政府のアウトバウンド⽀援施策調査
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◼ 本報告書に記載されている情報は、公開情報とともにヒアリング等で第三者から提供を頂いた情報も含まれています。これらの情報⾃体の妥当性・正確性については、デロイト
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調査の全体像

本調査はスタートアップへのアンケート、海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへ
のヒアリング及び海外の施策調査から構成されている

• 海外展開を検討しているスタートアップに注意すべき点、グッドプラクティスを紹介する
• スタートアップの海外展開を⽀援する施策のアップデート、新規検討へのインプットを得る

既存の海外展開⽀援施策（J‐StarX、Japan Innovation Campus等）のアップデート
既存の施策以外で実施すべき施策の検討 へのインプット

海外展開の現状に関するスタートアップへのアンケート 海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへのヒアリング

J‐Startup、J‐Startup地域版、及びJ‐StarX参加企業を対象に、
海外展開の進捗状況、及び海外展開に向けた⼈材採⽤や情報
取得等の活動実績を調査

ヒアリングを通じて海外展開の取組み実態を調査

各国政府のアウトバウンド⽀援施策調査

J‐StarX、Japan Innovation Campus (JIC)等と類似プログラムを有する、
フランス、韓国、シンガポール各国政府による
アウトバウンド⽀援プログラムを調査

⽬的

得られた活動実績と取組みの実態より、海外展開に向けた課題、グッドプラクティスを把握
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スタートアップへの海外展開に関するアンケート
ヒアリング
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調査の全体像

本調査はスタートアップへのアンケート、海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへ
のヒアリング及び海外の施策調査から構成されている

• 海外展開を検討しているスタートアップに注意すべき点、グッドプラクティスを紹介する
• スタートアップの海外展開を⽀援する施策のアップデート、新規検討へのインプットを得る

既存の海外展開⽀援施策（J‐StarX、Japan Innovation Campus等）のアップデート
既存の施策以外で実施すべき施策の検討 へのインプット

海外展開の現状に関するスタートアップへのアンケート 海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへのヒアリング

J‐Startup、J‐Startup地域版、及びJ‐StarX参加企業を対象に、
海外展開の進捗状況、及び海外展開に向けた⼈材採⽤や情報
取得等の活動実績を調査

ヒアリングを通じて海外展開の取組み実態を調査

各国政府のアウトバウンド⽀援施策調査

J‐StarX、Japan Innovation Campus (JIC)等と類似プログラムを有する、
フランス、韓国、シンガポール各国政府による
アウトバウンド⽀援プログラムを調査

⽬的

得られた活動実績と取組みの実態より、海外展開に向けた課題、グッドプラクティスを把握
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実施概要

2024年2⽉にスタートアップを対象にアンケートを送付し、174件の回答を収集した

アンケート期間

アンケート対象/
回答数

 2024年2⽉6⽇〜2024年2⽉22⽇

 J‐StartupまたはJ‐Statrup地域版選定企業/J‐StarX参加企業
を中⼼としたスタートアップ/174件

⼿法  Microsoft formsで作成したアンケートをメール送付

⽬的  スタートアップの海外展開の進捗状況、及び海外展開
に向けた⼈材採⽤や情報取得等の活動実績把握
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質問項⽬⼀覧 1/3

20問の質問項⽬を設定し主に経産省のプロジェクトで接点のある企業から回答を収集した

回答⽅法質問項⽬問
⾃由記述⽒名1

⾃由記述メールアドレス2

⾃由記述会社名3

J‐Startup選定企業、J‐Startup地域版選定企業、J‐StarX参加企業、その他/上記に該当しない貴社が該当するものを全てお選び
ください

4

消費財（アパレル、コマース、消費者⽤電⼦機器、飲⾷、家庭⽤品等）、エネルギー・天然資源（⽔資
源含む）、⾦融、観光・ホスピタリティ（レストラン、ケータリング含む）、⼯業（宇宙、農業、⾃動⾞、化
学、電機等）、IT（情報技術）、機関業（教育機関、政府機関、NPO、NGO、医療機関・科学技術
機関等）、ライフサイエンス・ヘルスケア、メディア・エンターテイメント、プロフェッショナルサービス・コンサルティン
グ（会計、採⽤含む）、運輸・物流（インフラ含む）、その他

事業分野5

シード、アーリー、ミドル、レイター、もしくはそれ以降ステージ6

北⽶、中南⽶、アジア、中東、欧州、オセアニア、アフリカ、海外展開していない/既に撤退した現在展開しているエリア7

北⽶、中南⽶、アジア、中東、欧州、オセアニア、アフリカ、海外展開していない/既に撤退した現在展開している中で、最も進ん
でいるエリア

8

海外展開の検討を開始（調査等の具体的なアクションを起こしている）、現地版プロトタイプ作成済み、
現地でのプロダクト・サービスローンチ済み、現地で⿊字化を達成している、海外展開していない（国内市場
に注⼒しており、海外展開する予定はない）、海外展開していない（検討したいがアクションを起こせてい
ない）、海外展開したが撤退した/撤退中である

海外展開の現状9

創業期から、資⾦調達の後から、国内市場で売上が⽴った後から、国内市場で⿊字となった後から、海
外展開を検討したことがない

海外展開を最初に検討し始めた
のはいつ頃ですか

10
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質問項⽬⼀覧 2/3

20問の質問項⽬を設定し主に経産省のプロジェクトで接点のある企業から回答を収集した

回答⽅法質問項⽬問
北⽶、中南⽶、アジア、中東、欧州、オセアニア、アフリカ、海外展開を考えていない海外展開をしたいと考えているエリ

ア
11

⼈材、資⾦、事業（戦略）、情報/ネットワーク、海外展開したことがない/検討したことがない、その他
（⾃由記述）

海外展開の際に最も課題を感じ
ているのはどれですか

12

語学が堪能な⼈材、海外ビジネス経験を有する⼈材、現地とのネットワークを有する⼈材、現地出⾝の⼈
材、海外展開に向けた専⾨⼈材を採⽤していない/検討したことがない、そのほか（⾃由記述）

海外展開に向けてどのような専⾨
⼈材を採⽤していますか

13

⽇系VC（エクイティ）、海外VC（エクイティ）（海外にも拠点を有しており、⾃国以外に複数の国に投資
をしているVCを含む）、国内事業会社（CVC、直接投資含む）、海外事業会社（CVC、直接投資含
む）、国内⾦融機関（デット）、海外⾦融機関（デット）、国内政府⽀援（補助⾦、助成⾦）、海
外政府⽀援（補助⾦、助成⾦）、調達していない、その他（⾃由記述）

海外展開のための資⾦をどこから
調達していますか

14

海外事業の戦略上での位置づけ（KGI）、現地での売上⽬標など（KPI）、事業計画書（PL、コスト試
算表、数値計画など）
撤退基準、現地に向けたビジネスモデル等のカスタマイズ⽅針、海外展開に向けた計画等を⽴てていない、
その他（⾃由記述）

海外展開に向けてどのような計画
を⽴てていますか

15

市場調査（TAM、市場成⻑率、業界構造など）、政治社会動向調査（法規制など）、競合調査、資
⾦調達環境調査、海外展開に向けた調査を⾏っていない、その他（⾃由記述）

海外展開に向けてどのような調査
を実施していますか

16

⽇系VC、海外VC（海外にも拠点を有しており、⾃国以外に複数の国に投資をしているVCを含む）、国内
専⾨家（コンサルタント、アクセラレーター、弁護⼠等）、海外専⾨家（コンサルタント、アクセラレーター、
弁護⼠等）、国内パートナー企業、現地パートナー企業、国内政府機関、現地政府機関、アドバイザーや
パートナーとの連携は無い、その他（⾃由記述）

海外展開に向けてどのようなアドバ
イザーやパートナーと連携しています
か

17
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質問項⽬⼀覧 3/3

20問の質問項⽬を設定し主に経産省のプロジェクトで接点のある企業から回答を収集した

回答⽅法質問項⽬問
⾃由記述海外展開で最も苦労している（し

た）ことは何ですか
18

⾃由記述海外展開に効果的だった国または
⾃治体の⽀援メニューを教えてくだ
さい

19

⾃由記述海外展開に今後あると良い国また
は⾃治体の⽀援メニューを教えてく
ださい

20
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アンケートに基づくグローバル展開に関する課題の傾向｜まとめ

グローバル展開における課題としては情報/ネットワーク、⼈材、資⾦が多く挙げられたが、
展開エリアや海外展開のフェーズ、事業分野等で課題には⼀定の傾向が⾒られた

 アジアでは⼈材、北⽶・欧州では資⾦が課題として最も多くの回答を集めており、課題には地域性が⾒られる
 事業（戦略）はどのエリアにおいても課題として多く挙がっていないが、展開していない/既に撤退している企業では1番多い課題の1

つであったため、海外展開でうまくいっているとは感じていない企業が原因として課題を感じている部分であると考えられる
海外展開
エリア別

 ⼀部施策によって回答の傾向が異なる設問があった。例えば、J‐StarXは⼈材への課題が少なく、情報/ネットワークへの課題が相対
的に多い。J‐Startup（地域版）は、アドバイザーや海外専⾨家との連携において、海外専⾨家が相対的に少なく、連携を⾏ってい
ないとの回答が他よりも多かった

施策別

海外展開
フェーズ別

 海外展開に向けたアクションを起こせていない企業においては事業（戦略）が最も課題として挙がっている⼀⽅、海外展開の検討
開始以降では情報/ネットワークを課題とするフェーズが多く（プロトタイプ作成時のみ資⾦を課題と挙げる企業が最も多い結果）、
フェーズごとの特徴が表れた

 事業（戦略）は、海外展開のフェーズが進むにつれて、海外展開に向けた事業計画などより具体の計画策定や、競合や法規制
の調査といったより踏み込んだ調査を実施する傾向にあった

事業分野別

 分野関わらず課題として挙げた企業の多い⼈材や資⾦について、⼯業では課題と回答する数が相対的に少なかった。⼀⽅、事業
（戦略）は⼯業において他の分野と⽐較して多く挙げられた

 ライフサイエンス・ヘルスケアは情報/ネットワークへの課題が相対的に少ない傾向
 資⾦調達先や連携先は分野によって特徴が⾒られた。（例：ITは国内⾦融機関、ライフサイエンス・ヘルスケアは事業会社からの

調達が多い）

 グローバル展開において最も課題を感じる点として挙がったのは情報/ネットワーク（26%）、ほぼ同数で⼈材（24%） 、資⾦
（24%）が続き、事業(戦略)は16%と相対的に課題感は低い全体
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1. 回答企業の概要
2. 属性別 分析結果

(エリア/フェーズ/事業分野/施策)
3. ⾃由回答 分析結果
Appendix
• 設問別の結果⼀覧
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回答企業の概要

174件の回答の属性としては半数以上がアーリー・シードとステージの早い企業が多く、IT、⼯
業、ライフサイエンス・ヘルスケア企業が75%を占めていた

回答社数とステージ、および該当施策 事業分野

（件）

68

74

52

10

0 20 40 60 80

J-Startup 選定企業
J-Startup地域版 選定企業

J-StarX 参加企業
その他/上記に該当しない

（件）

1

1

1

2

2

4

10

11

11

34

47

50

0 10 20 30 40 50

運輸・物流

機関業

観光・ホスピタリティ

⾦融

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｻｰﾋﾞｽ/ｺﾝｻﾙ

メディア・エンターテイメント

消費財

エネルギー・天然資源

その他

ライフサイエンス・ヘルスケア

⼯業

IT

複数回答単⼀回答複数回答単⼀回答

複数回答単⼀回答

N=174 N=174

シード, 17%

アーリー, 46%

ミドル, 25%

レイタ―、もし
くはそれ以降, 

11%

174件
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海外展開の検討開始時期（施策別）

海外展開の検討は「創業期から」が最も多く、「国内市場で売上の⽴った後から」が続く。
施策別にみても、傾向は同じである

海外展開の検討開始時期（全体・J‐Startup）

6

7

28

38

95

0 20 40 60 80 100

国内市場で⿊字となった後から

海外展開を検討したことがない

資⾦調達の後から

国内市場で売上が⽴った後から

創業期から

N=174
検討開始時期は単⼀選択

（件）

16

海外展開の検討開始時期（J‐Startup地域版・J‐StarX）

J‐Startup

全体

35

18

13

1

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40

創業期から

国内市場で売上が⽴った後から

資⾦調達の後から

海外展開を検討したことがない

国内市場で⿊字となった後から

（件）

N=68
検討開始時期は単⼀選択、施策は複数選択

41

12

11

6

4

0 10 20 30 40 50

創業期から

国内市場で売上が⽴った後から

資⾦調達の後から

海外展開を検討したことがない

国内市場で⿊字となった後から

（件）

（件）

J‐StarX

J‐Startup地域版

30

11

9

0

2

0 5 10 15 20 25 30 35

創業期から

国内市場で売上が⽴った後から

資⾦調達の後から

海外展開を検討したことがない

国内市場で⿊字となった後から

N=74
検討開始時期は単⼀選択、施策は複数選択

N=52
検討開始時期は単⼀選択、施策は複数選択



海外展開の現状

海外展開に関して検討開始段階の企業が多く、アクションを起こせていない企業も⼀定数
存在する。割合として⿊字化達成は少ない

17

複数回答単⼀回答

5

48

27

62

22

6

4

0 10 20 30 40 50 60 70

現地で⿊字化を達成している

現地でのプロダクト・
サービスローンチ済み

現地版プロトタイプ作成済み

海外展開の検討を開始

アクションを起こせていない

国内市場に注⼒しており、
海外展開する予定はない

撤退した/撤退中である

N=174

（件）



海外展開エリア

現在展開中のエリアはアジアが最も多く、次に北⽶、欧州の順に続く。最も進んでいるエリ
アもアジア・北⽶・欧州の回答が多く、現在展開中のエリアと同様の傾向である

現在展開しているエリア 最も展開の進んでいるエリア

40

1

2

2

5

12

34

78

0 20 40 60 80

海外展開していない/既に撤退した

中南⽶

アフリカ

オセアニア

中東

欧州

北⽶

アジア

複数回答単⼀回答

43

12

14

21

21

54

92

106

0 20 40 60 80 100 120

海外展開していない/既に撤退した

アフリカ

中南⽶

オセアニア

中東

欧州

北⽶

アジア

複数回答単⼀回答
N=174 N=174

（件） （件）
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最も課題を感じる点

最も課題を感じる点については、情報/ネットワークの回答が26%、次に⼈材24％、資⾦
24%と続く。事業(戦略)は16%であり、相対的に課題感は低い

情報/ネットワーク, 
26%

⼈材, 24%資⾦, 24%

事業（戦略）, 
16%

海外展開したこと
がない/検討したこ

とがない, 6%

その他, 4%

N=173

19



事業分野・最も海外展開の進んでいるエリア

「事業分野」毎の「最も海外展開の進んでいるエリア」の集計結果は下記の通り。
いずれの業界においてもアジアが最も海外展開が進んでいると回答した企業が多い

中南⽶アフリカオセアニア中東欧州北⽶アジア事業分野
010121024IT
100161017⼯業

011201014ライフサイエンス・ヘル
スケア

0011313エネルギー・天然資源
0000117消費財

0000012メディア・エンターテイ
メント

0000000プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

0000002⾦融
0000001観光・ホスピタリティ
0000000機関業
0000001運輸・物流
0000017その他
1225123478合計

横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

20



事業分野・フェーズ

「事業分野」毎の「最も進んでいるエリアにおける海外展開の進捗状況」の集計結果は下記の通り。
IT、ライフサイエンスでは海外ローンチ済の企業が、⼯業では検討開始段階の企業が最も多い

撤退した/
撤退中

海外展開の
予定がない

アクションを
起こせていない

海外展開の
検討開始

プロトタイプ
作成ローンチ済み⿊字化を達成事業分野

117148190IT
20821871⼯業

104116120ライフサイエンス・ヘル
スケア

0017111エネルギー・天然資
源

0013240消費財

0101020メディア・エンターテイ
メント

0200000プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

0000011⾦融
0001000観光・ホスピタリティ
0100000機関業
0000100運輸・物流
0114122その他
46226227485合計

横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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フェーズ・ステージ

「フェーズ」毎の「最も進んでいるエリアにおける海外展開の進捗状況」の集計結果は下記の
通り。海外でのローンチをアーリーフェーズで実施する企業が⼀定数存在する

撤退した/
撤退中

海外展開の
予定がない

アクションを
起こせていない

海外展開の
検討開始プロトタイプ作成ローンチ済み⿊字化を達成ステージ

00714450シード

33122813201アーリー

122157170ミドル

0115364レイタ―
以降

46226227485合計

横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

22



1. 回答企業の概要
2. 属性別 分析結果

(エリア/フェーズ/事業分野/施策)
3. ⾃由回答 分析結果
Appendix
• 設問別の結果⼀覧
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エリア別のアンケート結果

エリア別に、⼈材・資⾦・事業（戦略）・情報/ネットワークの課題を分析した

 アジアでは⼈材、北⽶・欧州では資⾦が課題として最も多くの回答を集めており、地域性が⾒られる結果となった
 事業（戦略）はどのエリアにおいても課題として多く挙がっていないが、展開していない/既に撤退している企業では最も多い課題の⼀つであったため、

海外展開でうまくいっているとは感じていない企業が原因として課題を感じている部分であると考えられる

アンケート結果まとめ

⼈材

資⾦

事業
（戦略）

情報/
ネットワーク

アジアでは1番の課題であり、海外ビジネス経験を
有する⼈材の採⽤が最も多い。北⽶や欧州では
2番⽬以降の課題であり、現地出⾝の⼈材や
ネットワークを有する⼈材の採⽤が多い

アジアを除く⼤半の地域で1番の課題である。中
東を除いた地域では国内VCからの調達が最も多
い。中東は国内政府⽀援(補助⾦/助成⾦)が1
番多かった

どのエリアにおいても課題感は⾼くないが、海外
展開していない/既に撤退している企業では、課
題となっている。撤退基準はアジア以外ではあま
り計画されていないなど、⼀部地域性が⾒られる

アジア、北⽶、欧州等で、1番ではないものの、課
題として⼀定数挙がっている。アジアでは現地企
業、北⽶、欧州では海外専⾨家との連携が多い
傾向にある

40

1

2

2

5

12

34

78

0 20 40 60 80

海外展開していない/既に撤退した

中南⽶

アフリカ

オセアニア

中東

欧州

北⽶

アジア

複数回答単⼀回答最も展開の進んでいるエリア
N=174

（件）
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エリア別│海外展開における最⼤の課題

北⽶、中東、欧州では資⾦、アジアでは⼈材が課題である。総じて事業(戦略)の課題感は
低い⼀⽅、海外展開していない/撤退している企業では課題となっていることが分かる

情報/ネットワーク事業（戦略）資⾦⼈材エリア

21121527アジア

84129北⽶

5061欧州

1031中東

0011オセアニア

0110アフリカ

1000中南⽶

101043海外展開していない
/既に撤退した

46274242合計

横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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エリア別│海外展開に向けて採⽤している専⾨⼈材

最も進出社数が多いアジアでは、海外ビジネス経験のある⼈材を最も採⽤している。2番⽬の北⽶で
は、現地出⾝の⼈材を採⽤する傾向。続いて現地ネットワーク⼈材を採⽤する傾向が⾒られた

採⽤していない/検討
したことがない現地出⾝の⼈材現地とのネットワークを

有する⼈材
海外ビジネス経験を有
する⼈材語学が堪能な⼈材エリア

730414737アジア

51716139北⽶

25442欧州

12113中東

00200オセアニア

02111アフリカ

00011中南⽶

205101211海外展開していない
/既に撤退した

3561757964合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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エリア別│海外展開に向けた資⾦の調達先

⽇系VCが多く、次に国内⾦融機関と国内政府⽀援が続く。中東は補助⾦/助成⾦が⽇
系VCよりも多いなど、⼀部地域性の⾒られる結果となった

調達してい
ない

海外
政府⽀援*1国内

政府⽀援*1海外
⾦融機関

国内
⾦融機関

海外
事業会社

国内
事業会社

海外
VC

⽇系
VCエリア

133332364351549アジア

3112113212523北⽶

016050718欧州

104030101中東

001000012オセアニア

002010002アフリカ

001001101中南⽶

24080904210海外展開していない
/既に撤退した

415673677602496合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

27 *1：補助⾦/助成⾦



エリア別│海外展開に向けて⽴てている計画

戦略上の位置づけや売上⽬標を設定している企業が多い。進出社数が最も多いアジア以外では撤
退基準を定める企業が相対的に少ないなど、⼀部地域性の⾒られる結果となった

計画等を
⽴てていない

ビジネスモデル等
のカスタマイズ撤退基準事業計画書現地での

売上⽬標
海外事業の戦略
上での位置づけエリア

4277333751アジア

1120161725北⽶

060529欧州

111311中東

001001オセアニア

020112アフリカ

010001中南⽶

23501012海外展開していない
/既に撤退した

295495958102合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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エリア別│海外展開に向けて⾏っている調査

市場・競合調査の実施が多い。政治社会動向はアジア・欧州の半数以上が実施している
⼀⽅、北⽶は半数以上が実施していないなど、⼀部地域性の⾒られる結果となった

海外展開に向けた調
査を⾏っていない資⾦調達環境調査競合調査政治社会動向調査

(法規制など)
市場調査
(TAM、市場成⻑率、業
界構造など)

エリア

619524369アジア

1824928北⽶

0310711欧州

00114中東

10001オセアニア

00222アフリカ

00111中南⽶

16210718海外展開していない
/既に撤退した

243210070134合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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エリア別│海外展開に向けたアドバイザーやパートナー等の連携先

アジア地域は海外現地企業との連携が最も多く、それ以外のエリアでは海外専⾨家と連
携しているケースが多い

連携は無い現地
政府機関

国内
政府機関現地企業国内企業海外

専⾨家*1国内
専⾨家*1海外

VC
⽇系
VCエリア

8183438322927923アジア

321362187412北⽶

136647423欧州

211302100中東

010201000オセアニア

010102101アフリカ

011011101中南⽶

2427182446海外展開していない
/既に撤退した

382962574762451946合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

30 *1：コンサルタント・アクセラレーター・弁護⼠等



1. 回答企業の概要
2. 属性別 分析結果

(エリア/フェーズ/事業分野/施策)
3. ⾃由回答 分析結果
Appendix
• 設問別の結果⼀覧
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フェーズ別のアンケート結果

海外展開のフェーズ別に、⼈材・資⾦・事業（戦略）・情報/ネットワークの課題を分析した

 海外展開に向けたアクションを起こせていない企業においては事業（戦略）が最も課題として挙がっている⼀⽅、海外展開の検討開始以降では⼈
材や情報/ネットワークを課題とするフェーズが多く（プロトタイプ作成時のみ資⾦を課題と挙げる企業が最も多い結果）、フェーズごとの特徴が表れた

 事業（戦略）は、海外展開のフェーズが進むにつれて、海外展開に向けた事業計画などより具体の計画策定や、競合や法規制の調査といったより
踏み込んだ調査を実施する傾向にあった

アンケート結果まとめ

⼈材

資⾦

事業
（戦略）

情報/
ネットワーク

海外展開の検討を開始以降のフェーズでは、⼈
材が課題になる傾向にある

顕著な課題と感じる企業が多いのは、プロトタイ
プ作成フェーズでありつつも、海外展開の検討開
始〜プロダクトローンチの間では万遍なく多い状
況。資⾦調達先は国内からが多く海外は少ない

海外展開に向けてアクションを起こせていない、海
外展開の予定はない、撤退/撤退中の企業で課
題となる傾向にある。フェーズが進みにつれて、海
外展開に向けた計画や調査が進む傾向がある

プロトタイプ作成以外のフェーズでは、1番の課題
となる傾向にある。海外展開検討開始〜プロト
タイプ作成では海外専⾨家、プロダクト/ローンチ
以降は現地企業との連携も多く⾒られた

5

48

27

62

22

6

4

0 20 40 60 80

現地で⿊字化を達成している

現地でのプロダクト・
サービスローンチ済み

現地版プロトタイプ作成済み

海外展開の検討を開始

アクションを起こせていない

国内市場に注⼒しており、
海外展開する予定はない

撤退した/撤退中である

複数回答単⼀回答最も進んでいるエリアにおける海外展開の現状

現地で⿊字化を達成

現地でのプロダクト/
サービスローンチ済み

現地版プロトタイプ作成

海外展開の検討を開始

アクションを起こせていない

海外展開する予定はない

撤退した/撤退中である

N=174

（件）
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フェーズ別│海外展開における最⼤の課題

海外展開開始以降のフェーズでは、⼈材や情報/ネットワーク、プロトタイプ作成時では資⾦、
アクションを起こせていないフェーズ以前では事業（戦略）が課題になる傾向がある

情報/ネットワーク事業（戦略）資⾦⼈材フェーズ

2002⿊字化達成

13101112プロダクト/サービス
ローンチ

42138プロトタイプ作成

2161517海外展開の検討を
開始

5623アクションを起こせて
いない

1100海外展開の予定は
ない

0210撤退した/撤退中

46274242合計

横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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フェーズ別│海外展開に向けて採⽤している専⾨⼈材

海外展開開始以降のフェーズにある企業では、海外ビジネス経験や現地ネットワークのある
⼈材の採⽤が進み、プロダクトローンチ済みのフェーズでは現地出⾝⼈材の採⽤が最も多い

採⽤していない/検討
したことがない現地出⾝の⼈材現地とのネットワークを

有する⼈材
海外ビジネス経験を有
する⼈材語学が堪能な⼈材フェーズ

03442⿊字化達成

524212021プロダクト/サービス
ローンチ

013131513プロトタイプ作成

1218293321海外展開の検討を
開始

112855アクションを起こせて
いない

50000海外展開の予定は
ない

21022撤退した/撤退中

3561757964合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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フェーズ別│海外展開に向けた資⾦の調達先

割合としては⽇系VCからの調達が多いがプロダクトローンチ以後は海外VCからの調達社数も増え投資家層に幅が
⾒られる。検討開始・プロトタイプ作成までは補助⾦や助成⾦が、ローンチ以降は⾦融機関からの調達が増える

調達してい
ない

海外
政府⽀援*1国内

政府⽀援*1海外
⾦融機関

国内
⾦融機関

海外
事業会社

国内
事業会社

海外
VC

⽇系
VCフェーズ

200221223⿊字化達成

43220273231332プロダクト/サービス
ローンチ

2014011012319プロトタイプ作成

11225121320537海外展開の検討を
開始

1504050315アクションを起こせて
いない

401010000海外展開の予定は
ない

301000000撤退した/撤退中

415673677602496合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

35 *1：補助⾦/助成⾦



フェーズ別│海外展開に向けて⽴てている計画

アクションを起こせていない企業も含めて、戦略は策定している企業が多い。フェーズが進む
につれて、売上⽬標、事業計画書も計画する企業が増える傾向にある

計画等を
⽴てていない

ビジネスモデル等
のカスタマイズ撤退基準事業計画書現地での

売上⽬標
海外事業の戦略
上での位置づけフェーズ

021334⿊字化達成

3124262526プロダクト/サービス
ローンチ

1111111419プロトタイプ作成

6263181644海外展開の検討を
開始

1210107アクションを起こせて
いない

500000海外展開の予定は
ない

220002撤退した/撤退中

295495958102合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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フェーズ別│海外展開に向けて⾏っている調査

アクションを起こせていない企業も含めて、市場調査は⾏っている企業が多い。フェーズが進
むにつれて、競合、および政治社会動向について調査を⾏う企業が増える傾向にある

海外展開に向けた調
査を⾏っていない資⾦調達環境調査競合調査政治社会動向調査

(法規制など)
市場調査
(TAM、市場成⻑率、業
界構造など)

フェーズ

11454⿊字化達成

411342039プロダクト/サービス
ローンチ

06181526プロトタイプ作成

313392553海外展開の検討を
開始

1014510アクションを起こせて
いない

50000海外展開の予定は
ない

10102撤退した/撤退中

243210070134合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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フェーズ別│海外展開に向けたアドバイザーやパートナー等の連携先

海外展開開始以降のフェーズにある企業では、海外専⾨家や国内政府機関と連携してい
る。フェーズが進むにつれて、現地企業との連携も⾼まる傾向にある

連携は無い現地
政府機関

国内
政府機関現地企業国内企業海外

専⾨家*1国内
専⾨家*1海外

VC
⽇系
VCフェーズ

023332011⿊字化達成

961821111815514プロダクト/サービス
ローンチ

1713139159510プロトタイプ作成

9132519172620516海外展開の検討を
開始

1213050024アクションを起こせて
いない

500000000海外展開の予定は
ない

200121111撤退した/撤退中

382962574762451946合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

38 *1：コンサルタント・アクセラレーター・弁護⼠等



1. 回答企業の概要
2. 属性別 分析結果

(エリア/フェーズ/事業分野/施策)
3. ⾃由回答 分析結果
Appendix
• 設問別の結果⼀覧
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事業分野別のアンケート結果

事業分野別に、⼈材・資⾦・事業（戦略）・情報/ネットワークの課題を分析した

 分野によって情報/ネットワーク、もしくは資⾦⾯を最も顕著な課題に感じる企業が多かったが、次点の課題としては⼈材を挙げる企業が多かった
 事業戦略に課題を感じる業界は相対的に少なかったが、特に⼯業においては他業界と⽐較して課題感を感じる企業が多く⾒られた。海外展開時

にもっともローカライズやPMF上の戦略が求められる業界が⼯業分野であることが原因だと推察される

アンケート結果まとめ

⼈材

資⾦

事業
（戦略）

情報/
ネットワーク

多くの分野で⾼い課題感がみられる。⼯業セク
ターでは相対的に課題感を感じる企業の割合は
少なかったが、多くの分野で海外展開における課
題となっている

多くの分野で課題感が⾼いが、⼯業では相対的
に低い。分野に関わらず、⽇系VCからの調達が
多い。ITは国内⾦融機関、ライフサイエンス・ヘル
スケアは事業会社が多い傾向にある

全体的に課題感は強くないが、⼯業や消費財で
は相対的に⾼い。市場や競合の調査が分野に
関わらず多いが、政治社会動向は消費財であま
り実施されていないなど、⼀部違いが⾒られる

複数の分野で1番の課題に挙がっているが、ライフ
サイエンス・ヘルスケアでは相対的に低い。分野に
よって、どこと連携するかの違いが散⾒される

複数回答単⼀回答事業分野

1
1
1

2
2

4
10
11

11
34

47

50

0 10 20 30 40 50

運輸・物流
機関業

観光・ホスピタリティ
⾦融

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｻｰﾋﾞｽ/ｺﾝｻﾙ
メディア・エンターテイメント

消費財
エネルギー・天然資源

その他
ライフサイエンス・ヘルスケア

⼯業
IT

N=174

（件）
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事業分野別│海外展開における最⼤の課題

事業（戦略）は⼯業で課題になっている。⼈材・資⾦・情報/ネットワークは多くの分野で
課題になっている⼀⽅、ライフサイエンス・ヘルスケアは情報/ネットワークへの課題感が薄い

情報/ネットワーク事業（戦略）資⾦⼈材事業分野

1251413IT

1412107⼯業

561110ライフサイエンス・ヘル
スケア

4133エネルギー・天然資
源

3232消費財

0012メディア・エンターテイ
メント

0100プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

1000⾦融

1000観光・ホスピタリティ

0000機関業

0001運輸・物流

6004その他

46274242合計

横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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事業分野別│海外展開に向けて採⽤している専⾨⼈材

海外ビジネス経験や現地ネットワークを有する⼈材の採⽤が多い。現地出⾝の⼈材を採⽤
する事業分野も多いが、⼯業やエネルギー・天然資源では相対的に少ない

採⽤していない/検討
したことがない現地出⾝の⼈材現地とのネットワークを

有する⼈材
海外ビジネス経験を有
する⼈材語学が堪能な⼈材事業分野

820212119IT

1112192217⼯業

912121514ライフサイエンス・ヘル
スケア

13863エネルギー・天然資
源

05663消費財

13001メディア・エンターテイ
メント

20000プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

01011⾦融

01111観光・ホスピタリティ

10000機関業

00111運輸・物流

24764その他

3561757964合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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事業分野別│海外展開に向けた資⾦の調達先

⽇系VCの調達はどの業界でも多い。ITは国内⾦融機関からの調達割合が⾼く補助⾦/助
成⾦が低い、ライフサイエンス・ヘルスケアは事業会社が多いなど事業分野別の傾向もある

調達してい
ない

海外
政府⽀援*1国内

政府⽀援*1海外
⾦融機関

国内
⾦融機関

海外
事業会社

国内
事業会社

海外
VC

⽇系
VC事業分野

70171271161129IT

13219016215225⼯業

9014010215419ライフサイエンス・ヘル
スケア

116020427エネルギー・天然資
源

214051315消費財

202020000メディア・エンターテイ
メント

200000000プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

000120202⾦融

011000001観光・ホスピタリティ

100000000機関業

100000000運輸・物流

304131548その他

415673677602496合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

43 *1：補助⾦/助成⾦



事業分野別│海外展開に向けて⽴てている計画

戦略上の位置づけを設定している企業が多い。現地での売上⽬標や事業計画書が続く

計画等を
⽴てていない

ビジネスモデル等
のカスタマイズ撤退基準事業計画書現地での

売上⽬標
海外事業の戦略
上での位置づけ事業分野

6181182028IT

8121131130⼯業

781121322ライフサイエンス・ヘル
スケア

141235エネルギー・天然資
源

022645消費財

111122メディア・エンターテイ
メント

200000プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

100111⾦融

010111観光・ホスピタリティ

100000機関業

010001運輸・物流

272537その他

295495958102合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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事業分野別│海外展開に向けて⾏っている調査

市場と競合を調査する企業が多い。政治社会動向の調査は消費財ではあまり⾏われてい
ないなど、⼀部事業分野による違いが⾒られる

海外展開に向けた調
査を⾏っていない資⾦調達環境調査競合調査政治社会動向調査

(法規制など)
市場調査
(TAM、市場成⻑率、業
界構造など)

事業分野

611332139IT

49271934⼯業

35171428ライフサイエンス・ヘル
スケア

126510エネルギー・天然資
源

12618消費財

11323メディア・エンターテイ
メント

20000プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

00112⾦融

00101観光・ホスピタリティ

10000機関業

00011運輸・物流
52668その他

243210070134合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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事業分野別│海外展開に向けたアドバイザーやパートナー等の連携先

複数分野が海外専⾨家を1番にあげる⼀⽅、ITでは少ない。⼯業は他分野と異なり国内
企業との連携が多く現地企業が少ないなど、⼀部事業分野による違いが⾒られる

連携は無い現地
政府機関

国内
政府機関現地企業国内企業海外

専⾨家*1国内
専⾨家*1海外

VC
⽇系
VC事業分野

12416159129712IT

9101713181816514⼯業

951112813829ライフサイエンス・ヘル
スケア

035645213エネルギー・天然資
源

114534411消費財

202001111メディア・エンターテイ
メント

200000000プロフェッショナルサー
ビス・コンサルティング

001011000⾦融

010001001観光・ホスピタリティ

100000000機関業

000100000運輸・物流

256547525その他

382962574762451946合計

※横軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

46 *1：コンサルタント・アクセラレーター・弁護⼠等



1. 回答企業の概要
2. 属性別 分析結果

(エリア/フェーズ/事業分野/施策)
3. ⾃由回答 分析結果
Appendix
• 設問別の結果⼀覧
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施策別のアンケート結果

施策別に、⼈材・資⾦・事業（戦略）・情報/ネットワークの課題を分析した

 ⼀部施策によって回答の傾向が異なる設問があった。例えば、J‐StarXは⼈材への課題が少なく、情報/ﾈｯﾄﾜｰｸへの課題が相対的に多い。J‐StarXは
経営者⾃⾝もしくは海外展開の責任者等を対象に派遣を実施したため、海外展開の担当者等の⼈材を探索するニーズが低いものと思われる

 J‐Startup（地域版）は、アドバイザーや海外専⾨家との連携において、連携を⾏っていないとの回答が他よりも多く、地⽅ではエコシステムのグローバ
ル化に課題があることを⽰唆するものと考えられる

アンケート結果まとめ

⼈材

資⾦

事業
（戦略）

情報/
ネットワーク

J‐Startup(地域版含む)では2番⽬の課題となって
いるが、J‐StarXでは相対的に低い。 J‐StarXにおい
ては経営者⾃⾝もしくは海外展開の責任者等を
対象に派遣を実施したため、⼈材⾯の課題を感
じている企業が相対的に少ない可能性がある

J‐Startup(地域版含む)では１番の課題となってい
る。J‐StarXでは2番⽬であるが、相対的に低い値
である

どの施策でも課題の上位には挙がっていないが、
J‐Startupにおいては、他に⽐べて相対的に課題と
感じている企業が多い

どの施策でも課題として挙がっているが、特にJ‐
StarXで多く挙げられていた。J‐Starup地域版はア
ドバイザーやパートナーとの連携をしていないとの回
答が相対的に多い

68

74

52

10

0 20 40 60 80

J-Startup 選定企業

J-Startup地域版 選定企業

J-StarX 参加企業

その他/上記に該当しない

複数回答単⼀回答該当する施策
N=174

（件）
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施策別│海外展開における最⼤の課題

J‐Startup(地域版含む)では資⾦が課題である⼀⽅、J‐StarXでは資⾦よりも情報/ネット
ワークへの課題が強い。事業(戦略)については、J‐Startupが地域版やJ‐StarXよりも多い

情報/ネットワーク事業（戦略）資⾦⼈材施策

16141615J-Startup

18102018J-Startup地域版

1971211J-StarX

3124その他/
上記に該当しない

56325048合計

※縦軸は複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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施策別│海外展開に向けて採⽤している専⾨⼈材

いずれの企業も海外ビジネス経験を有する⼈材の採⽤を進めている。J‐Startup地域版では
現地ネットワークを有する⼈材も多い。J‐StarXは他と⽐べて語学が堪能な⼈材が少ない

採⽤していない/検討
したことがない現地出⾝の⼈材現地とのネットワークを

有する⼈材
海外ビジネス経験を有
する⼈材語学が堪能な⼈材施策

728293532J-Startup

2117282824J-Startup地域版

819212816J-StarX

07566その他/
上記に該当しない

3671839778合計

※複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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施策別│海外展開に向けた資⾦の調達先

どの企業も⽇系VCからの調達が多い。J‐Startupよりも、J‐Startup地域版やJ‐StarXの⽅が
相対的に補助⾦/助成⾦の活⽤が多いなど、施策別の傾向も若⼲⾒られる

調達してい
ない

海外
政府⽀援*1国内

政府⽀援*1海外
⾦融機関

国内
⾦融機関

海外
事業会社

国内
事業会社

海外
VC

⽇系
VC施策

93291325281347J-Startup

23227023022934J-Startup地域版

91232213151032J-StarX

102050418その他/
上記に該当しない

4268138186933121合計

※複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

51 *1：補助⾦/助成⾦



施策別│海外展開に向けて⽴てている計画

どの企業も戦略上での位置づけが多い。J‐StartupとJ‐StarXでは売り上げ⽬標や事業計画
書が次に続くが、J‐Startup地域版ではビジネスモデル等のカスタマイズが2番⽬となる

計画等を
⽴てていない

ビジネスモデル等
のカスタマイズ撤退基準事業計画書現地での

売上⽬標
海外事業の戦略
上での位置づけ施策

8244262847J-Startup

19203181637J-Startup地域版

4153212237J-StarX

042567その他/
上記に該当しない

3163127072128合計

※複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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施策別│海外展開に向けて⾏っている調査

市場調査が最も多く、次が競合調査との結果になった。施策別の⼤きな違いは⾒られない

海外展開に向けた調
査を⾏っていない資⾦調達環境調査競合調査政治社会動向調査

(法規制など)
市場調査
(TAM、市場成⻑率、業
界構造など)

施策

813423151J-Startup

1510362555J-Startup地域版

212392544J-StarX

0410510その他/
上記に該当しない

253912786160合計

※複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答
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施策別│海外展開に向けたアドバイザーやパートナー等の連携先

いずれの企業も、国内政府機関との連携は多い。⼀⽅、J‐Startup地域版は連携していな
いとの回答が2番⽬に多く、海外専⾨家との連携が少ないなど、施策別の傾向も⾒られる

連携は無い現地
政府機関

国内
政府機関現地企業国内企業海外

専⾨家*1国内
専⾨家*1海外

VC
⽇系
VC施策

101326242334221221J-Startup

2172219131313619J-Startup地域版

9132720192720717J-StarX

135325413その他/
上記に該当しない

413680665779592660合計

※複数選択
横軸で1番多い回答
横軸で2番⽬に多い回答

54 *1：コンサルタント・アクセラレーター・弁護⼠等
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⾃由回答│海外展開で最も苦労していること

海外展開で最も苦労していることについては、情報/ネットワークの回答が1番多く寄せられ、
次に事業（戦略）、⼈材と続く

回答内容の分類 回答内容（抜粋）

N=130 ⼈材
•現地技術者が指⽰待ちのためプロジェクトが進まない。現地技術

者の急な退職や転職への対応が必要
•現地のリード獲得、商談進⾏にあたり、現地ビジネス経験のある

セールスパーソンの獲得に苦労
資⾦
•現地の拠点があることが前提になることが多く、すぐに資⾦提供者

を集められない
•海外展開の意味と効果を理解して投資してくれる国内VCが少ない
•開発や認証、知財取得に時間ががかかり、初期投資も必要なの

で、資本性ローンを申し込んだ所、装置の認証がとれないことを理
由に断られた

事業（戦略）
•どこを攻めればいいかの勘所が⽇本と違う
•製品に求める期待値（品質、納期、コスト）の感覚が合わない

情報/ネットワーク
•ネットワークがないと、現地に⾏っても効率的に動くことができず、商

談を⼊れることも容易ではない
•海外の企業は信⽤調査が難しい。商品を送ってもお⾦を払わない

企業も過去にいた
その他
•地理的、時間的に離れているため、タイミングよく、商談実施やデモ

実演ができない
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※回答内容を上記のカテゴリーで分類した。内容次第で、複数の分類にカウン
トしている場合もある
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⾃由回答│海外展開に効果的だった国/⾃治体の⽀援メニュー

海外展開に効果的だった国/⾃治体の⽀援メニューについては、海外視察・展⽰会、ピッチ、
国際会議、アクセラレーター等の事業サポートに関する回答が多く寄せられた

回答内容の分類 回答内容（抜粋）

N=118 海外視察
•⼀度に多くの企業とディスカッションでき、⼀部企業とは協業の話に

進展した
•デスクトップ調査と⽐較して、⼀気に検討が進む
•実際にPOCパートナーを⾒つけることができるなど、⾮常に有益だった

※回答内容を上記のカテゴリーで分類した。内容次第で、複数の分類にカウン
トしている場合もある

展⽰会、ピッチ、国際会議等
•海外展⽰会の出展サポートは⾮常に有難い。欧州地域での展⽰

会（SLUSH、Vivatech、Web Summit）は充実しているが、産業に
特化した展⽰会（MWC、ハノーバーメッセ）などにも注⼒してもらえ
ると有難い

アクセラレーター等の事業サポート
•専⾨家紹介や顧客紹介等で助けていただいた

資⾦調達
•市場調査や旅費を賄うことができ助かった
•販促活動への補助⾦。海外のお客さんに商品を試してもらうことは

必須なのでそこのサポートは⼤変ありがたかった

その他
•留学⽣の受け⼊れプログラム。短期インターンシップの実施によって、

⺟国に帰った彼らを通じて、現地のネットワーキングがしやすくなる
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⾃由回答│海外展開に今後あると良い国/⾃治体の⽀援メニュー

海外展開に今後あると良い国/⾃治体の⽀援メニューについては、幅広く様々な回答が寄
せられているが、展⽰会、ピッチ、国際会議等や資⾦調達がその中でも多かった

回答内容の分類 回答内容（抜粋）

N=123

※回答内容を上記のカテゴリーで分類した。内容次第で、複数の分類にカウン
トしている場合もある

海外視察
•海外パートナーの紹介や現地視察のコーディネートなど現地にいない

とできない⽀援がほしい
•対象国が増えるとありがたい（フィリピン・タイなど）

展⽰会、ピッチ、国際会議等
•エリア、ビジネス分野ごとにVCや現地⼤⼿法⼈と商談できるような

展⽰会への派遣機会と、コーディネーション
•海外⼤学、研究機関とのイベント

アクセラレーター等の事業サポート
•業界に特化したアクセラレーションプログラム
•海外事業計画策定における情報/ネットワーク不⾜に対する専⾨

家等のサポート
資⾦調達
•国際特許の調査・出願費⽤の補助
•資⾦提供やビザ取得に関する現地弁護⼠費⽤の負担
•海外展開を予定する企業へのビジネス英会話習得に関する補助

⾦や助成⾦
•渡航費の補助や滞在費の補助

その他
•政府の要⼈や官庁と共に現地に赴き⽇本企業の良さや取組みの

意義を多⾓的に売り込む
•視察プログラムやオフィスの物件検索のしやすいツール
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1. 回答企業の概要
2. 属性別 分析結果
3. ⾃由回答 分析結果
Appendix
• 設問別の結果⼀覧
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該当する施策│事業分野

該当する施策 事業分野

68

74

52
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0 20 40 60 80

J-Startup 選定企業

J-Startup地域版 選定企業

J-StarX 参加企業

その他/上記に該当しない
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メディア・エンターテイメント

消費財…

エネルギー・天然資源…

その他

ライフサイエンス・ヘルスケア

⼯業…

IT…

複数回答単⼀回答 複数回答単⼀回答

N=174 N=174
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ステージ│現在展開しているエリア

ステージ 現在展開しているエリア ※複数回答
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展開している中で最も進んでいるエリア│海外展開をしたいと考えているエリア

展開している中で最も進んでいるエリア
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海外展開を最初に検討を始めた時期│海外展開の現状

海外展開を最初に検討を始めた時期 海外展開の現状

創業期から
55%

国内市場で売上が
⽴った後から

22%

資⾦調達の後から
16%

海外展開を検討
したことがない

4%

国内市場で⿊字と
なった後から

3%

複数回答単⼀回答 複数回答単⼀回答

N=174 N=174
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現地で⿊字化を達成している

現地でのプロダクト・
サービスローンチ済み

現地版プロトタイプ作成済み

海外展開の検討を開始

アクションを起こせていない

国内市場に注⼒しており、
海外展開する予定はない

撤退した/撤退中である

（件）
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海外展開での最も⼤きな課題

課題展開での最も⼤きな課題 その他のコメント複数回答単⼀回答

N=174

情報/ネットワーク
26%

⼈材
24%

資⾦
24%

事業（戦略）
16%

海外展開したことがない/
検討したことがない

6%

その他
4%

 ガバナンス及びリスク管理
 法律と商習慣の違いへの対応
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採⽤している専⾨⼈材

採⽤している専⾨⼈材 その他のコメント複数回答単⼀回答

N=173
 現地の技術者
 営業が得意な⼈材79
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海外展開のための資⾦調達先

海外展開のための資⾦調達先 その他のコメント
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N=171
 海外⺠間助成⾦
 未調達だが、調達時のバリュエーションが⽇本とアメリカでは４〜５

倍異なるため、アメリカ現地、特にベイエリアでの調達を前提としてい
る。それが出来なければ、おそらく調達はしない。プレシードで⽇本で
調達してもバリュエーションが低すぎて調達可能額が限られているし、
⼀度⽇本で調達してしまうと、アメリカで調達するのが精神的に厳し
い

（件）
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海外展開に向けて⽴てている計画

海外展開に向けて⽴てている計画 その他のコメント（抜粋）
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N=172
 現地財閥とのJV設⽴
 現地アドバイザー契約
 ビジネスパートナーの確保

（件）
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海外展開に向けて⾏っている調査

海外展開に向けて⾏っている調査 その他のコメント
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声を直接確認している
 調査をしてもニッチ市場なため、あまり有効な情報が出てこない
 ユーザー調査
 海外法⼈の設⽴に向けた調査

（件）
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連携しているアドバイザーやパートナー

連携しているアドバイザーやパートナー その他のコメント（抜粋）複数回答単⼀回答

N=171
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スタートアップへの海外展開に関するアンケート
ヒアリング
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調査の全体像

本調査はスタートアップへのアンケート、海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへ
のヒアリング及び海外の施策調査から構成されている

• 海外展開を検討しているスタートアップに注意すべき点、グッドプラクティスを紹介する
• スタートアップの海外展開を⽀援する施策のアップデート、新規検討へのインプットを得る

既存の海外展開⽀援施策（J‐StarX、Japan Innovation Campus等）のアップデート
既存の施策以外で実施すべき施策の検討 へのインプット

海外展開の現状に関するスタートアップへのアンケート 海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへのヒアリング

J‐Startup、J‐Startup地域版、及びJ‐StarX参加企業を対象に、
海外展開の進捗状況、及び海外展開に向けた⼈材採⽤や情報
取得等の活動実績を調査

ヒアリングを通じて海外展開の取組み実態を調査

各国政府のアウトバウンド⽀援施策調査

J‐StarX、Japan Innovation Campus (JIC)等と類似プログラムを有する、
フランス、韓国、シンガポール各国政府による
アウトバウンド⽀援プログラムを調査

⽬的

得られた活動実績と取組みの実態より、海外展開に向けた課題、グッドプラクティスを把握
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実施概要

2024年2⽉にスタートアップ5社を対象にヒアリングを実施した

ヒアリング
実施期間

対象

 2024年2⽉19⽇〜2024年2⽉29⽇

 スタートアップ5社
 A社：ソフトウェア
 B社：ロボット
 C社：製薬
 D社：ソフトウェア
 E社：ソフトウェア

⽬的  海外展開の実現に向けた取組みの実態把握
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海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップ５社に対し、マインドセット、チームビル
ディング、ビジネスモデルの観点からヒアリングを実施した

• ローカライズが不要または最⼩限で済むビ
ジネスモデルを開発
 ただし、進出先地域の競合企業や商習

慣に合わせたローカライズもビジネス領域
によっては必要

出所：ヒアリングを基にDTVS作成

•創業時から海外展開を意識
 ただし、海外進出を実際に進める時

期は企業により異なる

海外展開を⽬指す
マインドセット

チームビルディング ビジネスモデル 資⾦調達*1

•創業者を含む経営層の海外展開へのコ
ミットのもと、早期に海外とのネットワークや
知⾒を持つ⼈材や外国⼈⼈材を獲得
 ただし、採⽤ポジションや採⽤⽅法には

違いがある

*1：資⾦調達は、海外展開において重要な要素であ
るものの、スタートアップの事業の基盤となるチームビル
ディングとビジネスモデルを実現するために資⾦が必要
になるという関係にあることから、今回の調査では前
⼆者に注⼒することとした

ヒアリング実施の観点
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チームビル
ディング

• いずれのスタートアップも創業者を含む経営層の海外展開へのコミットのもと、早期に海外とのネットワークや知⾒を持つ⼈材や外国⼈
⼈材を獲得していた
•他⽅、当該⼈材の採⽤ポジションや採⽤⽅法にはスタートアップによる違いが⾒られた
•特に、外国⼈⼈材については、採⽤やその後の定着を円滑にするため、働き⽅や⾔語等において配慮を⾏っていたほか、ストックオプ

ションなどの活⽤による待遇⾯での課題を解決しようとしている例も⾒られた

マインド
セット

• いずれのスタートアップも創業時から海外展開を意識していた
•⼀⽅、海外進出を進める時期は企業により異なり、国内事業と並⾏で進める企業、国内の事業を軌道に乗せてから進める企業が⾒

られた

ヒアリングを⾏った５社は創業当初から海外展開を視野に⼊れるとともに、チームビルディン
グ及びビジネスモデルにおいて、海外展開の障壁を下げるような取組を⾏っていた

ビジネス
モデル

• いずれのスタートアップもローカライズが不要または最⼩限で済むビジネスモデルを開発していた
•他⽅、進出先地域の競合企業や商習慣に合わせたローカライズもビジネス領域によっては必要であり、その場合は販売⽅法の変更な

どで対応し、効率的なローカライズを⾏っていた
• また、進出先の検討に当たっては、事業内容に合わせ規格の取りやすさや⼈的アセットの有無を考慮していた

観点別ヒアリング結果サマリ
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チームビル
ディング

• いずれのスタートアップも創業者を含む経営層の海外展開へのコミットのもと、早期に海外とのネットワークや知⾒を持つ⼈材や外国⼈
⼈材を獲得していた
•他⽅、当該⼈材の採⽤ポジションや採⽤⽅法にはスタートアップによる違いが⾒られた
•特に、外国⼈⼈材については、採⽤やその後の定着を円滑にするため、働き⽅や⾔語等において配慮を⾏っていたほか、ストックオプ

ションなどの活⽤による待遇⾯での課題を解決しようとしている例も⾒られた

マインド
セット

• いずれのスタートアップも創業時から海外展開を意識していた
•⼀⽅、海外進出を進める時期は企業により異なり、国内事業と並⾏で進める企業、国内の事業を軌道に乗せてから進める企業が⾒

られた

各社創業時から海外展開を意識していたが、海外展開実施時期は各企業により異なって
いることが確認された

ビジネス
モデル

• いずれのスタートアップもローカライズが不要または最⼩限で済むビジネスモデルを開発していた
•他⽅、進出先地域の競合企業や商習慣に合わせたローカライズもビジネス領域によっては必要であり、その場合は販売⽅法の変更な

どで対応し、効率的なローカライズを⾏っていた
• また、進出先の検討に当たっては、事業内容に合わせ規格の取りやすさや⼈的アセットの有無を考慮していた

マインドセット チームビルディング ビジネスモデルマインドセット（1/2）｜ヒアリングから得られたポイント
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マインドセット（2/2） ｜海外展開への意識、実際の検討開始時期

各社創業時から海外展開を意識していたが、進出時期には異なり、創業時から国内・海
外事業を同時に進める企業と、国内事業を軌道に乗せてから着⼿した企業が⾒られた

A社（ソフトウェア）
COO

創業時からグローバルに挑戦することを前提に考え
ており、海外に進出するために⽇本で基盤を作ると
いう戦略であった。ビジネスサイドは⽇本⼈が多いが、
エンジニアについては95％が外国⼈で、外国⼈中⼼
にプロダクトを作ることで、常にグローバル展開を意
識して進めてきた

研究を主事業にしているため、海外と⽇本の区別
は無く、⾃ずとグローバルで事業を展開していた

将来的には海外展開することを考えていたが、まず
は⽇本で成功することを優先して事業を進めた

産業構造において、No1の会社とそうでない会社で
は利益率に差があるため、創業当初から国内で実
績が出たら海外に展開することを考えていた。
⽇本において⾃社プロダクトによってクライアントの
利益が改善されたというPMFを達成し、海外でも戦
えるだろうと考え進出した

B社（ロボット）
CEO

C社（製薬）
IR担当

D社（ソフトウェア）
CEO

海外展開を⾏いやすいことを念頭にサービスを⽴ち
上げている。⽇本で⽴ち上げて海外に持っていく⽅
法ではなく、はじめから世界でスタートしたいという考
えであった

E社（ソフトウェア）
CEO

• 海外展開を具体的に進めることを念頭に事業を開始し、創業時か
らグローバル市場に受け⼊れられるプロダクト開発や組織体制の構
築を実施

• 当初より海外展開を⾒据えていたものの、初期段階は国内事業の
みに焦点を当て、国内事業を軌道に乗せた後海外への展開を推
進

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビル
ディング

• いずれのスタートアップも創業者を含む経営層の海外展開へのコミットのもと、早期に海外とのネットワークや知⾒を持つ⼈材や外国⼈
⼈材を獲得していた
•他⽅、当該⼈材の採⽤ポジションや採⽤⽅法にはスタートアップによる違いが⾒られた
•特に、外国⼈⼈材については、採⽤やその後の定着を円滑にするため、働き⽅や⾔語等において配慮を⾏っていたほか、ストックオプ

ションなどの活⽤による待遇⾯での課題を解決しようとしている例も⾒られた

マインド
セット

• いずれのスタートアップも創業時から海外展開を意識していた
•⼀⽅、海外進出を進める時期は企業により異なり、国内事業と並⾏で進める企業、国内の事業を軌道に乗せてから進める企業が⾒

られた

各社海外展開着⼿後早期にネットワークを保有する⼈材を採⽤しているが、採⽤ポジショ
ンや採⽤⽅法には違いが⾒られた

ビジネス
モデル

• いずれのスタートアップもローカライズが不要または最⼩限で済むビジネスモデルを開発していた
•他⽅、進出先地域の競合企業や商習慣に合わせたローカライズもビジネス領域によっては必要であり、その場合は販売⽅法の変更な

どで対応し、効率的なローカライズを⾏っていた
• また、進出先の検討に当たっては、事業内容に合わせ規格の取りやすさや⼈的アセットの有無を考慮していた

チームビルディング（1/7）｜ヒアリングから得られたポイント マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビルディング（2/7） ｜⼈材採⽤⽅針

⽇本⼈⼈材を中⼼に採⽤する企業や外国⼈の業界キーパーソン、外国⼈の若⼿を採⽤す
る企業など、採⽤する⼈材の⽅針には違いが⾒られた

海外で働いていた⽇本⼈が⽇本に帰ってくるタイミ
ングで弊社に来てもらうというパターンが多い。
弊社が求めている⼈材が専⾨的な⼈材のため、⼈
材会社が対応できなかった。そのため、ホームページ
のリニューアルによって研究内容や社員インタビューを
わかりやすく掲載し、研究者がホームページを通じて
情報を取得し、応募してもらえるようにした

海外に知⾒、ネットワークを持つ⽇本⼈と業務委
託契約を結んでいる。
展⽰会で会った⼈に相談し、仲間を増やしていった
結果、アメリカ在住かつ市場に精通している⼈につ
ながり、その⼈からのリファラルで採⽤につながったB社（ロボット）

CEO

• 海外の知⾒、ネットワークを保有する⽇本⼈⼈材を採⽤

C社（製薬）
IR担当

• 海外とのコミュニケーションができる⽇本⼈を採⽤

A社（ソフトウェア）
COO

ビジネスサイドは⽇本⼈従業員が多いが、グローバ
ル展開を意識したプロダクト開発に必要なエンジニ
アについては95％が外国⼈。⼀定数⽇本に住みた
い外国⼈エンジニアがおり、エンジニア採⽤には困っ
ていない

外国⼈が働きやすい環境を構築しているが、⽇本
⼈は働きにくい場合もあり、中途半端に両⽅受け
⼊れるのは難しいと感じる。
海外事業の展開には、成功者とスピーディーにコネ
クションを作るのが重要であり、海外ネットワークを
持つ⼈材や最先端の知⾒を持つ外国⼈⼈材の採
⽤を進めている

D社（ソフトウェア）
CEO

E社（ソフトウェア）
CEO

• ビジネスサイドは⽇本⼈を採⽤、グローバル展開に向けたプロダクト
開発に必要なエンジニアは来⽇を希望する外国⼈の採⽤を進める

海外⼈材の採⽤にあたり、スタートアップは専⾨以
外のことも取り組む必要があることから、成⻑意欲
があり、幅広い仕事がしたいと考えている⼈を選ん
でいる。現時点のスキルよりも、今後どれだけ伸びる
かを重視している

• ネットワークや最先端の知⾒を持つ外国⼈⼈材の採⽤を進める

• 成⻑意欲のある外国⼈の採⽤を進める

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビルディング（3/7） ｜採⽤ポジション

いずれのスタートアップも、早期に海外展開に必要な⼈材を獲得していたが、担当者レベル
での採⽤や販路拡⼤の責任者での採⽤など、採⽤ポジションには違いが⾒られた

A社（ソフトウェア）
COO

アメリカはCEOとアメリカ国籍を持っている社員を⽇
本から連れて⾏き、アジアは、⽇本⼈の若⼿社員を
抜擢した。海外でのチームは、現地の⼈と⽇本から
連れていく社員の両⽅いることが⼤切だと考えてい
る

海外の会社と継続的にコミュニケーションをとっていけ
ることは⼤切で、英語が話せたり、外国の⽂化に精
通していたりする海外⼈材は重要と考える

固定費を増やさないようにしており、海外に知⾒、
ネットワークを持つ⽇本⼈と業務委託契約を結んで
いる
同様の理由から、現時点では外国⼈⼈材はセール
スマネージャーレベルの採⽤にとどめている

B社（ロボット）
CEO

• 外国語が話せたり、海外の知⾒、ネットワークを保有する国内⼈材
をチームメンバーや業務委託契約により採⽤

C社（製薬）
IR担当

もともと海外バックグラウンドがあり、初期メンバーの
⼤半が外国⼈だった
海外事業の展開には、成功者とスピーディーにコネ
クションを作るのが重要。コネクションを作るためには、
キーパーソンがたくさんいるイベントに招待された際に、
積極的に記憶に残る形でコミュニケーションを取るこ
とが有効だったと感じる。当社は世界初の案件を取
ることで、イベントに招待される機会を得た
その他、 JETROのグローバルアクセラレーションハブは、
専⾨家に対する費⽤の負担や、専⾨家メンターを
紹介してくれ⼤変助かった

D社（ソフトウェア）
CEO

E社（ソフトウェア）
CEO

海外展開に向けて、まず⽇本在住の外国⼈の採
⽤を進めた
また、⼩規模の海外拠点の設置を進めており、拠
点を作るときは⽇本⼈が⾏く⽅法ではなく、現地の
⼈に運営してもらっている
カルチャーフィットを⼤事にしており、いきなり幹部とし
ての採⽤は⾏っていない

• 販路拡⼤に向けた主要なポジションに、海外の業界キーパーソンを
採⽤

• 海外拠点の責任者として外国⼈⼈材を採⽤

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビルディング（4/7） ｜経営層のコミットメント

経営層のコミットが重要となるが、コミットの仕⽅は企業によって異なり、幹部が移住しチー
ム作りを進める企業、フルリモートで全社員勤務地は問わない体制を取る企業が⾒られた

A社（ソフトウェア）
COO

アメリカはビジネスチャンスが⼤きく、中途半端にやっ
てもうまくいくイメージがないため、CEO⾃らコミットし
て取り組んでおり、CEOが滞在しチーム作りを進めて
いる。
アジア各国は出張ベースで携わっており、現地⼈材
と業務委託契約を締結、⽇系の会社と連携するな
どの⽅法で、事業を進めている

働き⽅はフルリモートで、社員の半数弱が海外で働
いている。
採⽤にあたり住んでいる場所も気にしていない

展開先の国にスタッフが散らばっている状況。1か国
１⼈程度で進めている。
チームを代表する⼈がそれぞれの拠点にいるという形
をとっており、毎⽇MTGをしてチームで動いている

海外で成功するかどうかは、CEOが海外にどれだけ
コミットメントできるかどうかにかかっていると考えてい
る。具体的には、アメリカで⼤きな案件が始まった際
にはクライアントをコントロールしないといけないと思っ
ており、それが落ち着くまでは、当⽅がアメリカに移
住し滞在する必要があると考えている

B社（ロボット）
CEO

D社（ソフトウェア）
CEO

E社（ソフトウェア）
CEO

• 海外展開にあたりマネジメント層が⽇本から転居し、コミットメントを
⾼めることが事業の成功に向けて必要

• 経営層のコミットにおいて勤務地は重要視しておらず、創業時から
全社員フルリモートの勤務体制を構築

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビルディング（5/7）｜採⽤⽅法

複数の採⽤ツールを組み合わせて採⽤を進める企業や、リファラルで採⽤を進める企業など、
採⽤⽅法や⼈材獲得に向けた⼯夫の仕⽅には各社特徴が⾒られた

A社（ソフトウェア）
COO

⼀流の⼈材が採⽤できるように、アメリカのTier1の
⼈材エージェントを活⽤して、現地のナレッジを貯め
ていくという戦略をとり、エージェントで採⽤したあと、
その⼈材からのリファラルで採⽤を広げている。
エンジニア採⽤はLinkedInのみを活⽤している

海外のエージェントなどは使っておらず、リファラルで
進めている。
専⾨⼈材は直接応募も多いため、ホームページに業
務内容や社員のインタビューを掲載することで⾃社
理解を深め、応募してもらえるように⼯夫している

紹介、特定のエージェント、LinkedInを使っている。
LinkedInは積極的に投稿し、⾃分という存在を忘
れられないようするというのが⼤事であり、有⼒者と
写真を撮って投稿したり、LinkedIn上で会社のペー
ジを作ることで信⽤度を⾼める⼯夫をした。
エージェントはどの会社かではなく、担当者が重要だ
と考えており、以前使っていたエージェントは担当者
が退職したタイミングで使うのを⽌めた

展⽰会で会った⼈に相談をし、仲間を増やしていっ
た結果、アメリカ在住かつ市場に精通している⼈に
つながり、その⼈からのリファラルで採⽤した

B社（ロボット）
CEO

D社（ソフトウェア）
CEO

E社（ソフトウェア）
CEO

• エージェント、リファラル、LinkedInなど複数のツールを組み合わせた
採⽤を実施 • 専⾨⼈材はリファラルによる採⽤が中⼼

C社（製薬）
IR担当

媒体、リファラル、LinkedInを利⽤しており、
LinkedInは求⼈広告を使っている。どの⽅法も掲載
した直後が最も反応が良いため、常に多くのツール
を使っている

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビルディング（6/7） ｜外国⼈⼈材への配慮

社内公⽤語を英語にしたり、外国⼈が働きやすい社内⽂化、環境を形成することで外国
⼈採⽤及びその後の定着を円滑にしている事例が確認された

A社（ソフトウェア）
COO

社内公⽤語が英語で、⽇本で働くことができ業務
内容が⾯⽩いこと、同じ境遇の仲間がいる点に惹
かれて⼊社してくれる。
転職者が何を考えているかをしっかりと認識すること
が重要。アメリカ⼈は裁量権を持ちたがるので、そこ
はリスペクトしつつ、オンボーディングをしっかりと実施
している 弊社は会社に和⾵な雰囲気が全くないため外国

⼈が働きやすい⼀⽅で、改善しつつあるが、⽇本⼈
はすぐに辞めてしまうという側⾯もあり、中途半端に
両⽅受け⼊れるのは難しいと感じるD社（ソフトウェア）

CEO

E社（ソフトウェア）
CEO

• 外国⼈⼈材の採⽤やその後の定着を円滑にするため、働き⽅や⾔語等において配慮を⾏っていた

⽇本語は⼀切いらないという要件にしたことで外国
⼈の採⽤がスムーズに進んだ。
メンバーの出⾝国を多様にすることでお互いを尊重
する⽂化を醸成している

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビルディング（7/7） ｜待遇⾯での課題

外国⼈の採⽤にはコスト⾯での課題が⼤きいと回答する企業が⾒られるが、ストックオプ
ションなどの活⽤による待遇⾯での課題を解決しようとする企業も⾒られた

外国⼈が⽇本に来て弊社で働きたいということは⼤
歓迎であるが、⼀⽅で、海外との給与⽔準との違
いは課題だ

固定費を増やさないようにしており、アメリカ⼈で年
収何千万円みたいな⽅を雇わないようにしている。
英語を⺟国語としない⼈が数億円の案件を取るの
は難しいと考えているため、今後現地採⽤はする予
定

B社（ロボット）
CEO

• 外国⼈の採⽤を検討しているものの、コスト⾯での課題が⼤きい

C社（製薬）
IR担当

A社（ソフトウェア）
COO

ストックオプションを使い、成果報酬⽐率を上げてく
る⼈は、成果を出せる⾃信がある⼈なので、⼀流
である可能性が⾼いと感じる。
例えば、元の年収が約1.5億円の⽅を年収約
5,000万円でストックオプションをつけて採⽤できたと
いうケースもあった

給与についてもミニマムで年収3,000万円くらいは必
要と考える。以前、知⾒のある⼈物を年収3,000万
円で採⽤できたことがある。
また、アメリカでかなり実績のある⼈物は、年収が
億単位であったため、ストックオプションを多めに出
して 、年収数千万円で採⽤したことがある

D社（ソフトウェア）
CEO

• ⼀流の⼈材を採⽤する際、ストックオプションを付けることで条件⾯
での交渉をし、数億円の年収実績のある⼈物の採⽤に成功

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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チームビル
ディング

• いずれのスタートアップも創業者を含む経営層の海外展開へのコミットのもと、早期に海外とのネットワークや知⾒を持つ⼈材や外国⼈
⼈材を獲得していた
•他⽅、当該⼈材の採⽤ポジションや採⽤⽅法にはスタートアップによる違いが⾒られた
•特に、外国⼈⼈材については、採⽤やその後の定着を円滑にするため、働き⽅や⾔語等において配慮を⾏っていたほか、ストックオプ

ションなどの活⽤による待遇⾯での課題を解決しようとしている例も⾒られた

マインド
セット

• いずれのスタートアップも創業時から海外展開を意識していた
•⼀⽅、海外進出を進める時期は企業により異なり、国内事業と並⾏で進める企業、国内の事業を軌道に乗せてから進める企業が⾒

られた

各社ローカライズが不要または最⼩限で済むビジネスモデルを開発している。他⽅、販売⽅
法のローカライズについては各社対応が異なる

ビジネス
モデル

• いずれのスタートアップもローカライズが不要または最⼩限で済むビジネスモデルを開発していた
•他⽅、進出先地域の競合企業や商習慣に合わせたローカライズもビジネス領域によっては必要であり、その場合は販売⽅法の変更な

どで対応し、効率的なローカライズを⾏っていた
• また、進出先の検討に当たっては、事業内容に合わせ規格の取りやすさや⼈的アセットの有無を考慮していた

ビジネスモデル（1/3）｜ヒアリングから得られたポイント マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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ビジネスモデル（2/3） ｜プロダクトローカライズ

いずれのスタートアップもローカライズが不要または最⼩限で済むビジネスモデルを開発してい
ることが確認された

A社（ソフトウェア）
COO

プロダクト提供までの階層を3層に分けた時、⼀番
下の層にグローバル共通のプロダクトの基盤があり、
真ん中の層にローカライズされたプロダクト、⼀番上
の層に、売り⽅等ビジネスの⽅法があるというイメー
ジだ。
グローバルに通じる基盤の部分とローカライズが必要
な部分を分けて開発しており、その開発リソースの分
配は、プロダクトの責任者と、⽇本、アメリカのそれ
ぞれのビジネスサイドの責任者で議論し、経営アジェ
ンダとして判断している

研究を主事業にしているため、海外と⽇本の区別
は最初からなかったが、共同研究で進めるため、海
外の会社と継続的にコミュニケーションをとっていける
ことは⼤切だと考えている

⼀部⾔語だけ変えている場合はあるが、どの国でも
同じサービスでローカライズはしていない

プロダクトについては、規格対応以外はほぼ変更し
ていない

B社（ロボット）
CEO

D社（ソフトウェア）
CEO

E社（ソフトウェア）
CEO

• 規格への対応等でプロダクトのローカライズが必要な場合は、グローバ
ル共通部分を基礎に置き、ローカライズは最⼩限に留める • ローカライズが不要なプロダクト開発の実施、ビジネスモデルを採⽤

C社（製薬）
IR担当

ローカライズすると、その国だけのサービスになってしま
うため、ローカライズしないという戦略にしている。
英語を使う層のみをターゲットにする⽅針であり、あ
えてローカライズ（現地語対応）していない。
商習慣ごとにUXを切り替えられるとベストだが、コス
トが⼤きくなりすぎるため対応していない

• ターゲット層を英語を使う層のみに限定し、戦略的にローカライズしな
い⽅針を採⽤

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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ビジネスモデル（3/3） ｜販売・ビジネス⽅法のローカライズ、進出先の検討

競合企業や商習慣に合わせ販売⽅法等をローカライズしている事例があり、進出先地域の
検討には、市場規模や⼈的アセット、規格取得の容易さを考慮している企業が⾒られた

A社（ソフトウェア）
COO

サービスの提供に際し、⽇本では運⽤まで求められ
るが、アメリカはツール提供で良いなど、⽇⽶で提供
価値が変わることがあるため、ビジネスの⽅法につい
てもローカライズが必要だと認識している

競合と同じ⽂化、同じコンペに乗って⽐較検討して
もらうのが重要で、そのためには、売り⽅を同じ形式
にすべきと考えており、⽇本では売り切り・買い切り
型、もしくは、ライセンス⽅式で⾏っているが、海外
の競合はサブスクモデルなので、サブスク⽅式に変
更した

B社（ロボット）
CEO

• 進出先の商慣習に合わせたビジネス⽅法へのローカライズを検討

• 競合分析を⾏った上、販売⽅式を競合に合わせて変更

マインドセット チームビルディング ビジネスモデル
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• 進出先の検討にあたっては市場規模や⼈的アセットの有無を考慮
• ハードウェアを製造している企業は規格取得の容易さも確認

重点国は、⼈⼿不⾜が深刻で、⼈件費が⾼騰し
ていることと、マーケットサイズが⼤きいことを踏まえ
選定した。また、プロダクトがハードウェアであるため、
規格が取りやすい国という観点も重要で、１か国
はそもそも規格がないという点も良い点であった

B社（ロボット）
CEO

国のマーケットの⼤きさとその国にフィットしている⼈
材がいるかどうかで決める。アメリカとヨーロッパに精
通しているなど、さまざまな地域に知⾒のある⽅を採
⽤するとネットワークが広がる

D社（ソフトウェア）
CEO

経済が伸びているところがソフトウェアの市場も伸び
ており市場の伸びがユーザーの伸びに直結している。
ソフトウェア経済圏の中⼼となる国に拠点をまず設
置しようと考えていたE社（ソフトウェア）

CEO

販売・ビジネス⽅法のローカライズ 進出先の検討

出所：ヒアリングを基にDTVS作成



1. 調査の全体像
2. アンケート、ヒアリングに基づくグローバル展開のポイント
3. 各国政府のアウトバウンド⽀援施策調査
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調査の全体像

本調査はスタートアップへのアンケート、海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへ
のヒアリング及び海外の施策調査から構成されている

• 海外展開を検討しているスタートアップに注意すべき点、グッドプラクティスを紹介する
• スタートアップの海外展開を⽀援する施策のアップデート、新規検討へのインプットを得る

既存の海外展開⽀援施策（J‐StarX、Japan Innovation Campus等）のアップデート
既存の施策以外で実施すべき施策の検討 へのインプット

海外展開の現状に関するスタートアップへのアンケート 海外展開に積極的に取り組んでいるスタートアップへのヒアリング

J‐Startup、J‐Startup地域版、及びJ‐StarX参加企業を対象に、
海外展開の進捗状況、及び海外展開に向けた⼈材採⽤や情報
取得等の活動実績を調査

ヒアリングを通じて海外展開の取組み実態を調査

各国政府のアウトバウンド⽀援施策調査

J‐StarX、Japan Innovation Campus (JIC)等と類似プログラムを有する、
フランス、韓国、シンガポール各国政府による
アウトバウンド⽀援プログラムを調査

⽬的

得られた活動実績と取組みの実態より、海外展開に向けた課題、グッドプラクティスを把握
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各国政府のアウトバウンド⽀援施策調査｜まとめ

シンガポール、韓国、フランスのプログラム調査結果から、応募要件の柔軟性や課題特化型
プログラムの提供、現地フォローの提供、といった特徴が確認された

スタートアップ／参加
者の選定

選考プロセス

費⽤負担

プログラム内容

課題に特化したプログ
ラム構成

現地派遣期間

進出対象地域

現地・アフターフォロー
の実施

参加スタートアップ数 • シンガポール、フランスでは１プログラムに対する参加スタートアップ数社〜10社弱となっている。少数に
絞ることで密度の⾼い⽀援が可能となることが考えられる

• フランスでは、実施機関側がスタートアップの特性を踏まえて、派遣対象都市を選定している。スタート
アップ側の希望のみならず、実施機関側がベストマッチする地域（関連する⼤企業側の集積がある
エリア等）について仮説を作り、当該地域への進出を⽀援するアプローチも検討される

スタートアップの
費⽤負担

• シンガポール、フランスでは、参加スタートアップにプログラム参加費⽤や現地渡航費・現地⽣活費など
の費⽤負担を求めている。また、韓国も政府が⼀定⾦額を負担し、超過分は⾃⼰負担としている。
⼀部⾃⼰負担を求めることで、スタートアップ側のコミットメントを向上する施策となる可能性がある

スタートアップ
の国籍

• シンガポール、韓国では、外国籍スタートアップであっても、全株式の⼀定割合を⾃国国籍保持者が
有している場合、プログラムへの応募を可能としている。国内への裨益や有望なスタートアップへの⽀
援の間⼝を広く取るといった戦略の柔軟性が確認された

• 韓国では、事業開発・スタートアップ成⻑を全体的に⽀援する⼀般型プログラムの他、資⾦調達等に
特化した「投資型」など、課題特化型のプログラムを提供し、細かなニーズに応える形としている。スター
トアップの成⻑ステージや、具体ニーズに合わせた、よりターゲットを絞ったプログラム構成が検討される

• 韓国では、現地派遣期間が6週間と⻑めである。現地での具体的アクションにつなげる意欲のある本
気度⾼めのスタートアップに向けて、現地滞在期間が⻑いプログラムの提⽰も検討される

• シンガポールでは、現地派遣後においても、継続的な現地ステークホルダーとの交渉やネットワーキング、
再渡航の際の現地コワーキングの提供などを実施している。プログラムの成果発現の観点では、現地
渡航時及び渡航後のフォローアップなどの観点を含めたプログラム構成が重要である

• 現地渡航が2週間程度のプログラムが多い中、現地での商談のタイミングなどを鑑みて、柔軟に滞在
期間を延⻑できるようなオプションの提⽰も検討される
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調査対象国の選出⽅法

調査対象国の抽出においては、既存の国内の取組みと類似性に加え、対象国の主要⾔
語、エコシステムの成熟度、地域性等も踏まえ、検討を⾏った

*1：Startup Genome 「 Global Startup Ecosystem Report （GSER）2023」
出所：Startup GenomeHP、シンガポール企業庁HP、シンガポール国⽴⼤学HP、NETVA HP、韓国政府中⼩・ベンチャー企業部 HP、各拠点HP等を基にDTVS作成

地域
競合となるアジアから2か国、

参考にヨーロッパから1カ国
主⾔語

GSER2023*1
ランキング

()内は対象都市

JIC類似
拠点の有無

左記施策に
おける海外
派遣の有無

アウトバウンド
⽀援アクセラ

プログラムの有無
国

アジア⽇本語15
(Tokyo)有有有⽇本

アジア英語8
(Singapore)有有有シンガ

ポール

アジア韓国語12
(Seoul)有有有韓国

ヨーロッパフランス語18
(Paris)有有有フランス

ヨーロッパドイツ語13
(Berlin)有無有ドイツ

北欧フィンランド語
／英語

39
(Greater Helsinki)有ー無フィン

ランド
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Block71 Silicon Valley
• NUS、 Singtel Innov8、 Infocomm Investments Pte Ltdが連携

し、スタートアップの⽶国拠点として活⽤
• シンガポール、アジア、⽶国の新興企業、投資家、業界リーダー

がイノベーションを促進し、テクノロジー・ベンチャーの成⻑促進の
ためのコラボレーション・スペースとして存在

調査対象のプログラム・シリコンバレーイノベーション拠点

経済産業省が実施する国内スタートアップ⽀援策（J‐StarX、Japan Innovation Campus
等）の類似施策を有するシンガポール、フランス、韓国を対象に調査を実施した

アクセラレーションプログラム シリコンバレーイノベーション拠点*1

シンガポール

韓国

グローバルアクセラレーションプログラム
•実施機関：中⼩・ベンチャー企業部
•概要：韓国のスタートアップ企業の海外進出⽀援を⽬的とし、
様々な分野に適した都市での現地研修を提供する

Global Innovation Alliance Acceleration Program
• 実施機関：シンガポール企業庁
• 概要：オンライン・現地のハイブリッドで構成されているものが

多く（※⼀部オンラインのみのケースあり）、現地ではピッチイ
ベント等への登壇やエコシステム関係者とのネットワーキング、
資⾦調達機会が提供される。進出対象地域は世界21都市

K Startup Center Seattle
•海外VC等と連携しスタートアップの海外進出を⽀援
KOTRA Silicon Valley
•イベントの開催やビジネスマッチングによるサポートを提供
K Innovation Center
•デジタル分野のスタートアップ企業の北⽶市場進出⽀援

*1：拠点についてはJICがSV拠点であることを鑑み、⽶国⻄海岸地域を中⼼に調査を⾏った
出所：シンガポール企業庁HP、シンガポール国⽴⼤学HP、NETVA HP、韓国政府中⼩・ベンチャー企業部 HP、各拠点HP等を基にDTVS作成

フランス

NETVA
•実施機関：在⽶フランス⼤使館科学技術部
•概要：Deep Tech分野のスタートアップの⽶国進出を⽀援す
ることを⽬的として、フランスでのセミナー及び分野に応じた⽶国
都市での現地研修を提供する

French Tech San Francisco
•⽶国ベイエリアにおけるフランススタートアップの国外進出先での
活動⽀援やマーケティング拠点として設置

EIT HUB SILICON VALLEY
•欧州全体のハブとして、マッチング、ブートキャンプ、イマージョンプ

ログラムなど多様な機会を提供
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シンガポール
 アクセラレーションプログラム
 イノベーション拠点
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シンガポール政府におけるスタートアップ⽀援の取組み

シンガポールにおけるスタートアップへのアウトバウンド⽀援策としては、シンガポール企業庁の
Global Innovation Allianceを通じたアクセラレーションプログラムが存在する

政策概要担当省庁

シンガポール
企業庁

Startup SG
(2017‐)

• 各省庁が実施していたスタートアップ関連⽀援策を統⼀、「Startup SG」としてブランド化。⽀援対象は
「（国内外のシンガポール資本を有する）スタートアップ」、「投資家」、「インキュベーター・アクセラレーター」
となっており、資⾦提供、パートナーシップ促進・マッチング、適切な⼈材へのアクセスに関する複数のプログ
ラムから構成されている

Global 
Innovation 
Alliance

• シンガポールスタートアップエコシステムのグローバルネットワーク強化を⽬的としたイニシアチブ
• 海外マーケット進出を狙うスタートアップ・中⼩企業に対し、適切なグローバルパートナーとのネットワーク構築

を⽬的に、海外21都市を対象としたアクセラレーション・プログラム及び40カ国を対象として共同イノベーショ
ン・プログラムを実施 本調査の対象

SG 
Innovate

シンガポール国⽴
⼤学（NUS）／
NUS Enterprise

Block71

⾸相府

情報
通信省

Smart Nation
Singapore
(2014‐)

• テクノロジーの⼒を通じ、シンガポール国⺠それぞれが、意義のある充実した⼈⽣を送ることを⽬的としており、
「デジタル社会」「デジタル経済」「デジタル政府」の3つの主軸から構成されている。官⺠コミュニティの三者の
協同して進めることを重視

• スマート国家達成を下⽀えする、AIといったテクノロジーの開発・促進のため、Startup SG（後述）など、他
政策と連動し、国内スタートアップエコシステムの強化にも取り組んでいる

• 政府系VCとして、主にディープテックスタートアップへの資⾦提供を実施。「Deep Tech Nexus」の⽅針のもと、「⼈材育成」、「投
資」、「コミュニティ形成」の3つの観点から、国内ディープテックスタートアップエコシステムを⽀援

• 東南アジア最⼤のインキュベーション施設であり、⼤企業や政府機関とのパートナーシップを通じて、NUS内
外でのイノベーションと起業家精神を推進することを⽬的に、SingTel Innov8と共同で設置

• スタートアップ・投資家・アクセラレーターが⼊居、活発な交流により、これまで600社以上のスタートアップを
輩出（2024年3⽉1⽇現在、80のスタートアップが⼊居）。シンガポールの他、シリコンバレー、ベトナム、イ
ンドネシアなどにも拠点を有する

世界的に⾒ても低い税制制度（新スタートアップ会社税額免除制度、軽減税率、タックスヘイブン税制など）をベースとした⽀援

出所：Smart Nation HP、シンガポール企業庁HP、シンガポール国⽴⼤学HP等を基にDTVS作成

シンガポール アクセラレーションプログラム
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Global Innovation Alliance（GIA）

シンガポール政府は、シンガポール企業庁イニシアチブ「Global Innovation Alliance」を通じ、
国内スタートアップの海外進出を⽀援している

出所：Enterprise Singapore HPを基にDTVS作成

Global Innovation Alliance
（GIA）

実施機関
シンガポール企業庁（Enterprise 
Singapore）

Acceleration 
Programmes

Co‐innovation 
Programmes

•シンガポールを拠点とするスタートアップ及び中⼩企業の海外進出や、シ
ンガポールを⾜がかりとした国際展開を⽀援することを⽬指している
•アクセラプログラムの実施は、各地域のエコシステムに精通したアクセラ

レーター、VC等にスタートアップの選定〜プログラム実施まで委託
•対象地域は21地域であり、アジア、オセアニア、中東、欧州など世界中

の都市がターゲット地域に含まれている
•応募要件は各プログラムごとに規定されるものの、全プログラムにおいて、

シンガポール国⺠またはシンガポール永住権保持者が応募スタートアップ
の全株式の30%以上を有していることが求められている。同要件を満た
している場合、シンガポール以外で本社登記しているスタートアップでも、
プログラムへの応募可能となっている

•シンガポールを拠点とする企業と海外パートナーが、市場性の⾼い新製品
やソリューションを⽣み出す研究開発プロジェクトのシンガポール企業・海
外企業のマッチング、プロジェクト実施を⽀援
•海外の共同研究者を探すことに関⼼のあるシンガポール企業は、
b2matchプラットフォームに登録することで、機会を閲覧し、プロジェクト・ペ
アを形成することが可能

1

2

•海外マーケット進出を狙うスタートアップ・中
⼩企業に対し、適切なグローバルパートナー
とのネットワークを強化を⽀援
• GIAの下、21の地域でアクセラレーション・プ

ログラムを、40カ国を対象として共同イノ
ベーション・プログラムを実施している

シンガポール アクセラレーションプログラム
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Global Innovation Allianceネットワーク

GIA参加のネットワークは、東南アジアを中⼼に、北⽶やヨーロッパ、中東、⼤洋州まで広
がっており、各スタートアップのターゲット市場を広範にカバーしている

出所：Enterprise Singapore HPを基にDTVS作成

GIAネットワーク対象地域

シンガポール アクセラレーションプログラム

アクセラレーションプログラム対象地域(Nodes）は18拠点。
加えて2023年若しくは2024年プログラムが開始された3地域
はパイロットプログラムとして別途分類がなされている。
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Global Innovation Alliance Acceleration Programme（1/4）

GIA Acceleration Programmeでは、各地域のエコシステムに精通したアクセラレーター、VC
等がプログラム委託先となっている

委託先概要・その他特記プログラム委託先プログラム名国名地域

N/AN/ABangkok Acceleration Programmeタイ東南
アジア

シンガポールを中⼼にアジア各国、シリコンバレーに拠点を置
くVC/アクセラレーターQuest VenturesHo Chi Minh City Acceleration 

Programmeベトナム

シリコンバレーを中⼼に各国に拠点を有する世界最⼤規模
のアクセラレーター・VCPlug＆PlayJakarta Acceleration Programmeジャカル

タ

同上同上Manila Acceleration Programmeマニラ

シンガポール アクセラレーションプログラム
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出所：Enterprise Singapore HPを基にDTVS作成



Global Innovation Alliance Acceleration Programme（2/4）

GIA Acceleration Programmeでは、各地域のエコシステムに精通したアクセラレーター、VC
等がプログラム委託先となっている

‐‐

委託先概要・その他特記プログラム委託先プログラム名国名地域
メディア・テック、アーバン・ライフスタイルテック、ヘルス・テック
を中⼼としたアーリーステージに投資するインド・バンガロール
拠点のVC。希望に応じて追加3か⽉のフォローアップサポート
を提供（選定あり）

Anthill VenturesBangalore Acceleration Programmeインド

その他
アジア・
太平洋

ムンバイ拠点のビジネスコンサルティング会社。募集はフィン
テック、エンタープライズテックに限定。現地プログラムは最⼤
1か⽉。

Startup RéseauMumbai Acceleration Programme

AI、モバイルテクノロジーなどディープテック分野に特化した北
京拠点のアクセラレーター。海外投資家とのコネクションが
強み

DayDayUp (DDU)Beijing Acceleration Programme中国

上海拠点のスタートアップ・企業向けアクセラレーター。海外
起業家の中国でのスケールアップや⼤企業との連携を⽀援
する

XnodeShanghai Acceleration Programme

同上、順次応募（締め切り設定なし）同上Shenzhen Acceleration Programme

シンガポール科学技術研究庁が中国蘇州⼯業区に有する
拠点センター。バイオメディカル技術、マシンオートメーション、
ナノテクノロジースタートアップを⽀援。募集は2年に1回実施

A*STAR Partners' 
Centre (A*PC)Suzhou Acceleration Programme

シンガポール アクセラレーションプログラム
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出所：Enterprise Singapore HPを基にDTVS作成



Global Innovation Alliance Acceleration Programme（3/4）

GIA Acceleration Programmeでは、各地域のエコシステムに精通したアクセラレーター、VC
等がプログラム委託先となっている

‐‐

委託先概要・その他特記プログラム委託先プログラム名国名地域
ロンドン、ニューヨークなど世界11都市にオフィスを有するアク
セラレーター（ソウル拠点あり）。18ヶ⽉のフォローアップ期
間あり、現地プログラムなし。

RainmakingSeoul Acceleration Programme韓国

その他
アジア・
太平洋

科学技術分野における教育、⼈材育成、研究、創業に関
する企画・研究・コンサルティングを提供Leave A Nest (LVNS)Tokyo Acceleration Programme⽇本

シドニー拠点のインキュベーター・アクセラレーター。スタートアッ
プのアジア・⼤洋州への国際展開を⽀援Haymarket HQSydney Acceleration Programmeオーストラ

リア

同上同上Melbourne Acceleration 
Programme

アジアとヨーロッパのイノベーション・エコシステム関係者間の
協⼒体制構築を専⾨とするイノベーション・サービス・プロバイ
ダー。ドイツ起業家協会のアジア拠点となっている（オフィス
はシンガポール）

German 
Entrepreneurship 
Asia

Berlin Acceleration Programme
ドイツ

ヨーロッパ

同上同上Munich Acceleration Programme

ロンドン、ニューヨークなど世界11都市にオフィスを有するアク
セラレーター（ソウル拠点あり）。同組織実施のプログラム
（Expand）への参加が想定されている。18ヶ⽉のフォロー
アップ期間あり、現地プログラムなし。

Rainmaking ExpandLondon Acceleration Programmeイギリス

シンガポール アクセラレーションプログラム
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Global Innovation Alliance Acceleration Programme（4/4）

GIA Acceleration Programmeでは、各地域のエコシステムに精通したアクセラレーター、VC
等がプログラム委託先となっている

‐‐

委託先概要・その他特記プログラム委託先プログラム名国名地域
スタートアップ・企業向けイノベーションソリューションを提供。
パリ、シンガポール、ソウルにおけるスタートアップの市場調査、
事業拡⼤、市場参⼊⽀援も実施している

Hack40Paris Acceleration Programmeフランスヨーロッパ

英国に拠点を置くRainmaking Innovation LTDが運営する
欧州最⼤級のアクセラレーションプログラムStartupbootcampAmsterdam Acceleration 

Programmeオランダ*1

ストックホルム拠点のテック系アクセラレーターEpicenter 
AccelerateStockholm Acceleration Programmeスウェーデ

ン*1

⽶国に進出するスタートアップ向けのアクセラレーションプログ
ラムを提供するニューヨーク拠点のアクセラレーターWEVENew York City Acceleration 

Programme
アメリカ

北・南ア
メリカ

シリコンバレーを中⼼に各国に拠点を有する世界最⼤規模
のアクセラレーター・VCPlug＆PlaySan Francisco Acceleration 

Programme

ブラジル政府主導で海外スタートアップを⽀援するアクセラ
レーションプログラムScale up in BrazilSan Paulo Acceleration Programmeブラジル*1

ロンドン、ニューヨークなど世界11都市にオフィスを有するアク
セラレーター（ソウル拠点あり）。同組織実施のプログラム
（Expand）への参加が想定されている。通年募集。18ヶ
⽉のフォローアップ期間あり、現地プログラムなし。

Rainmaking ExpandDhabi Acceleration Programme 
provides

アラブ⾸
⻑国連
邦

中東

シンガポール アクセラレーションプログラム
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*1：2023年若しくは2024年にプログラムが開始された地域（Nodes）「パイロット地域」として別枠で分類されている。
出所：Enterprise Singapore HPを基にDTVS作成



GIA San Francisco Acceleration Programme

サンフランシスコを対象としたプログラムでは、Plug＆Playを委託先とし、同社が有する豊富
なネットワーキング機会や⼤型ピッチイベントでの登壇が確約されている

出所：Enterprise Singapore HP、Plug ＆Play HPを基にDTVS作成

基本情報

その他

資⾦調達機会

ピッチイベント・デモデイ

アフターフォロー有無/内容

主要パートナー

参加費⽤／費⽤負担有無

関連する⼆国間協定、政府施策

進出対象国

メンタリング

期間

ネットワーキング

募集企業ステージ

募集企業対象分野

参加要件

⽬的

実施機関

国内スタートアップのサンフランシスコを拠点とした、⽶国マーケットにおけるビジネス展開⽀援

Enterprise Singapore（シンガポール企業庁）
シンガポール国⺠または同国永住権保持者が全株式の30％を保有していること、サンフランシスコ拠点での⽶国進出を計
画していること等
※バッチにより異なる（第⼀バッチはアーリー対象、第⼆バッチは指定なし）

指定なし ※応募書類を通じて、Plug＆Playがマーケットフィットの観点から精査する模様

サンフランシスコを拠点とした、⽶国マーケットにおけるビジネス展開⽀援を計画する国内スタートアップに対し、メンタリング
やネットワーク強化、資⾦調達機会などを含む、国内・現地ハイブリッドのアクセラレーションプログラムを提供

⽶国

⽀援内容

6週間（オンライン4週間、現地2週間）

有（専属メンター（Plug＆Play）による市場参⼊戦略、ビジネスモデルなどに関する1:1の専属指導）

有（Plug＆Play内のネットワーキングリソースへのアクセスが可能、現地での企業経営層との⾯談等）

有（各企業幹部との⾯談、ピッチイベントへの登壇等を通じた資⾦調達機会が提供される）
有（ Plug and Play Tech Center SV Summit 等への登壇が可能）

‐

Plug＆Play

参加費7,000SGD（シンガポール企業庁助成⾦計算後）／⼈、現地渡航費・宿泊費、⾷事代等⾃⼰負担

‐

シンガポール サンフランシスコアクセラレーションプログラム
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概要



Global Innovation Alliance  San Francisco Acceleration Programme

サンフランシスコプログラムでは、委託先であるPlug＆Playが半年に⼀度開催するSilicon 
Valley Summitにおけるピッチへの登壇の権利が確約されている

GIA San Franciscoプログラムの具体的スケジュール

3,000⼈以上の投資家等を前にしたピッ
チイベントへの登壇機会の提供

国内 現地

シンガポール サンフランシスコアクセラレーションプログラム
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出所：Enterprise Singapore HP、Plug ＆Play HPを基にDTVS作成



Global Innovation Alliance  San Francisco Acceleration Programme 第1バッチ参加スタートアップ

サンフランシスコ向け第1バッチプログラムでは、主にシード・アーリーステージ、SaaS分野を中⼼
としたスタートアップが選出されている

直近の調達額/資⾦
調達回数事業概要本社企業名

3.6 mil USD/2回IoTを使⽤して、⼯場におけるデジタル化を実現。各機械に装着されたIoTがfitbitの
ように作⽤し、⽣産性、エネルギー、またはメンテナンス効率を向上させる

⽶国（カリフォ
ルニア）Auk.Industries

⾮開⽰/2回アプリを⽤いた⼈体の動きを測定するための正確で⾮侵襲的なソリューションを提供
するデジタルヘルス企業シンガポールCareCam

Pitchbook登録なし不動産に特化したオンラインSNSプラットフォームを通じ、シームレスなエンド・ツー・エン
ドのソリューションを提供シンガポールClicks

Pitchbook登録なしコーディング教育を、パーソナライズされた魅⼒的なアドベンチャーに変えるゲーム式プ
ラットフォームを提供シンガポールCodemaker

Pitchbook上登録ある
が、当該情報なし

オフィス、ショッピングモール、空港、病院、ホテルなどの商業施設向けの⾃律型トイ
レ清掃ロボットの製造シンガポールHivebotics

2.2mil USD/4回*1⼦供、家族、友達が信頼できるSNSサークルの中で交流できるように特別にデザイン
されたSNS（myFirstCircle）を提供（既に世界各国で展開済み）シンガポールmyFirst

0.6 mil USD/6回
特許に基づくビデオ⾯接および⼊社前⼈材アセスメント⽤AIによる、コンピテンシー、
スキル、知識をより迅速かつ公平に発⾒するソフトウェアを提供。アジアおよびヨーロッ
パの13⾔語で対応済み。

⾹港Neufast

⾮開⽰/1回
顔、声、眼球、ボディランゲージ、遠隔光電脈波などのマルチモダリティ感情⽣成AI
を通じて、⼈間の感情を読み解く機能を有し、医療従事者のケアの効率と質の向
上を⽀援。イリノイ⼤学とシンガポール科学技術研究庁の共同研究機関（アドバ
ンスド・デジタル・サイエンス・センター）からスピンオフしたスタートアップ

シンガポールOpsis

*1 ：Statusが”complete“になっていないものは除外（2024年3⽉14⽇時点）
出所：Enterprise Singapore HP、Pitchbook、各社HP等をもとにDTVS作成

シンガポール サンフランシスコアクセラレーションプログラム
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Global Innovation Alliance  San Francisco Acceleration Programme 第1バッチ参加スタートアップ

サンフランシスコ向け第1バッチプログラムでは、主にシード・アーリーステージ、SaaS分野を中⼼
としたスタートアップが選出されている

直近の調達額/資⾦
調達回数事業概要本社企業名

2.5mil USD/1回
量⼦サイバーセキュリティ分野におけるディープテック・ソフトウェアのスタートアップ。次
世代のコンピューティングを量⼦攻撃から強化・保護するためのポスト量⼦製品や
サービスを設計・構築ビジネスを展開

シンガポールpQCee

⾮開⽰/2回ブロックチェーン・ベースのゲーム、イベント制作、アウトリーチ、教育サービスを提供シンガポールSmobler Studios

⾮開⽰/1回包括的な⼈材マーケットプレイスのSaaSプラットフォームを提供。従業員の3つのニーズ
（同僚とのネットワーキング、キャリア志向、仕事（リソース））、に対応シンガポールVirkware

シンガポール サンフランシスコアクセラレーションプログラム
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出所：Enterprise Singapore HP、Pitchbook、各社HP等をもとにDTVS作成



GIA NewYork Acceleration Programme

ニューヨークを対象としたプログラムでは、海外スタートアップのNY進出を専⾨としてきたアクセ
ラレーターWEVEが委託先として選出され、スタートアップの⽀援にあたっている

国内スタートアップのニューヨークを拠点とした、⽶国マーケットにおけるビジネス展開⽀援

Enterprise Singapore（シンガポール企業庁）
シンガポール国籍所有者が全株式の30％を保有していること、B2BまたはB2B2Cのビジネスモデルであること、PoC済みであ
ること等
※バッチにより異なる（第2バッチはアーリー以降）

指定なし ※応募書類を通じて、Plug＆Playがマーケットフィットの観点から精査する模様

ニューヨークを拠点とした、⽶国マーケットにおけるビジネス展開⽀援を計画する国内スタートアップに対し、メンタリングや
ネットワーク強化、資⾦調達機会などを含む、国内・現地ハイブリッドのアクセラレーションプログラムを提供

⽶国

10週間（オンライン8週間、現地2週間）

有（専属メンターによる市場参⼊戦略、ビジネスモデルなどに関する1:1の専属指導）

有（WEVEネットワーキングリソースへのアクセスが可能、現地での企業経営層との⾯談等）

有（各企業幹部やエコシステム主要プレーヤーとの⾯談、ピッチイベントへの登壇等）
有

‐

WEVE

参加費8,130SGD（シンガポール企業庁助成⾦計算後）／⼈、現地渡航費・宿泊費、⾷事代等⾃⼰負担

シンガポール

シンガポール政府副⾸相兼財務⼤⾂の⽶国訪問時に、GIA New York Programmeの開始を発表

出所：Enterprise Singapore HP、WEVE New York HP等をもとにDTVS作成

ニューヨークアクセラレーションプログラム
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基本情報

その他

資⾦調達機会

ピッチイベント・デモデイ

アフターフォロー有無/内容

主要パートナー

参加費⽤／費⽤負担有無

関連する⼆国間協定、政府施策

進出対象国

メンタリング

期間

ネットワーキング

募集企業ステージ

募集企業対象分野

参加要件

⽬的

実施機関

⽀援内容

概要



GIA Melbourne Acceleration Programme/ GIA Sydney Acceleration Programme

メルボルン・シドニー向けプログラムでは、約半年間にわたる⻑期プログラムとなっている他、
現地渡航後、10週間のフォローアップ期間が含まれている点が特徴となっている

国内スタートアップのメルボルン若しくはシドニーを拠点とした、オーストラリアマーケットにおけるビジネス展開⽀援

Enterprise Singapore（シンガポール企業庁）
シンガポール国籍所有者が全株式の30％を保有していること、既存顧客に提供している製品・サービスを有していること、
⼗分な資⾦及びチームメンバーを有していること等
指定なし

指定なし

メルボルン若しくはシドニーを拠点とした、オーストラリアにおけるビジネス展開⽀援を計画する国内スタートアップに対し、メ
ンタリングやネットワーク強化、資⾦調達機会などを含む、国内・現地ハイブリッドのアクセラレーションプログラムを提供

オーストラリア
10週間（オンライン10週間（準備期間）、現地2週間、アフターフォロー10週間
※現地後半1週間はオプショナル、メルボルン・オーストラリア以外の都市での⾯談等を希望する場合に対応）
有（スタートアップのインダストリー属性を踏まえた個別メンター1名により、5回のメンタリングセッションが提供される）

有（現地ネットワーキングリソースへのアクセスが可能、現地での企業経営層との⾯談等）

有（各企業幹部やエコシステム主要プレーヤーとの⾯談、ピッチイベントへの登壇等）
有

有（現地プログラム後、10週間フォローアップが提供される）

Haymarket HQ

参加費5,495SGD（シンガポール企業庁助成⾦計算後）／⼈、現地渡航費・宿泊費、⾷事代等⾃⼰負担

シンガポール

‐

出所：Enterprise Singapore HP、Haymarket HQ HP等をもとにDTVS作成

メルボルン・シドニーアクセラレーションプログラム

105

基本情報

その他

資⾦調達機会

ピッチイベント・デモデイ

アフターフォロー有無/内容

主要パートナー

参加費⽤／費⽤負担有無

関連する⼆国間協定、政府施策

進出対象国

メンタリング

期間

ネットワーキング

募集企業ステージ

募集企業対象分野

参加要件

⽬的

実施機関

概要

⽀援内容



GIA Melbourne Acceleration Programme/ GIA Sydney Acceleration Programme

委託先であるHaymarket HQでは、6か⽉のフォローアップ期間中、現地コワーキングスペース
の利⽤（無料）や追加ワークショップ等の⼿厚いサポートを提供している

シンガポール

10weeks
Virtual Program

オーストラリア市場にお
ける基礎知識 1:1のメンタリング

ネットワーキングプランの
構築

会計⼠、弁護⼠等と
の無料セッション

2024. 6⽉‐9⽉

2weeks
N‐COUNTRY IMMERSION

潜在顧客とのミーティング・パート
ナーシップ構築、業界説明会や
ネットワーキングイベントへの参加

10 weeks 
POST‐MISSION SUPPORT

現地プログラムでの成果を踏まえた、顧客開拓を
⽀援
• ピアツーピアセッションや先輩起業家からのアド

バイス、追加ワークショップの提供、更なるネッ
トワーキング機会の提供
•現地に再度渡航（スタートアップ負担）する

場合においては、6か⽉間、シドニー／メルボ
ルンにあるコワーキングハブを無料で活⽤する
ことが可能となっている

2024年6⽉開始プログラムのスケジュール
2024. 9⽉ 2024. 9⽉‐11⽉

出所：Enterprise Singapore HP、Haymarket HQ HP等をもとにDTVS作成

メルボルン・シドニーアクセラレーションプログラム
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GIA Jakarta Acceleration Programme

ジャカルタ向けプログラムでは、インドネシアに加え、東南アジアマーケットをターゲットとしたス
タートアップ⽀援が⾏われている

国内スタートアップのジャカルタを拠点とした、インドネシア及び東南アジアマーケットにおけるビジネス展開⽀援
Enterprise Singapore（シンガポール企業庁）※情報通信メディア開発庁（IMDA）と連携

シンガポール国籍所有者が全株式の30％を保有していること等
※バッチにより異なる（第8バッチまで終了）

指定なし ※応募書類を通じて、Plug＆Playがマーケットフィットの観点から精査する模様

ジャカルタを拠点とした、インドネシア及び東南アジアマーケットにおけるビジネス展開⽀援を計画する国内スタートアップに
対し、メンタリングやネットワーク強化、資⾦調達機会などを含む、国内・現地ハイブリッドのアクセラレーションプログラム
を提供

インドネシア、東南アジア各国

基本情報

その他

資⾦調達機会

ピッチイベント・デモデイ

アフターフォロー有無/内容

主要パートナー

参加費⽤／費⽤負担有無

関連する⼆国間協定、政府施策

進出対象国

メンタリング

期間

ネットワーキング

募集企業ステージ
募集企業対象分野

参加要件

⽬的
実施機関

概要

⽀援内容

4週間（オンライン3週間、現地1週間）

有（専属メンターによる市場参⼊戦略、ビジネスモデルなどに関する1:1の専属指導）

有（Plug&Playネットワーキングリソースへのアクセスが可能、現地での企業経営層との⾯談等）

有（各企業幹部やエコシステム主要プレーヤーとの⾯談、ピッチイベント、Plug&Play APAC Summitへの登壇等）
有（ Plug&PlayのAPAC Summitへの登壇）

‐

Plug&Play

‐※現在募集終了のため、情報が公開されていないため不明

シンガポール

‐

出所：Enterprise Singapore HP、Plug ＆Play APAC HPを基にDTVS作成

ジャカルタアクセラレーションプログラム
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Global Innovation Alliance Jakarta Acceleration Programme

ジャカルタ向けプログラムでは、シンガポールで開催されるPlug&Play APAC Summitにおける
ピッチイベントでの登壇が確約されている

GIA Jakartaプログラムの具体的スケジュール

シンガポール

国内 現地

3,000⼈以上の投資家等を前にしたピッ
チイベントへの登壇機会の提供

ジャカルタアクセラレーションプログラム
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出所：Enterprise Singapore HP、Plug ＆Play APAC HPを基にDTVS作成



GIA Jakarta Acceleration Programmeの具体的成果

GIAプログラムを通じ、現地展開におけるパートナー先の発掘、新たなビジネスモデル（デジタ
ル教育の⼀環としての活⽤）などが、good practiceとして公表されている

プログラムの成功事例

シンガポール

• 企業名：LunchBox
• シンガポール発フードテックスタートアップ
• ⾷品・飲料産業企業を対象としたPOSシステ

ムを開発、在庫、⽀払い、テーブル席の管理
からスタッフのスケジュール等が⼀画⾯で管理
可能となる

• 企業名：GK Hebat
• インドネシア全⼟に6つの飲⾷ブランドを展開

するとともに、⾷品・飲料加⼯分野におけるア
クセラレーターとしてスタートアップ、中⼩企業を
⽀援

GIA Jakarta 6th Batch

パートナーシップの締結

 GK Hebatが展開する飲⾷ブランドにおける、LunchBoxソリューションの提供
 GK Hebaatが実施するアクセラレーションプログラム⽀援企業に対するデジタ

ルツールとして、LunchBoxを紹介

ジャカルタアクセラレーションプログラム
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出所：Enterprise Singapore HP、Plug ＆Play APAC HPを基にDTVS作成



シンガポール
 アクセラレーションプログラム
 イノベーション拠点
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NUSの起業部⾨であるNUS Enterpriseの⽶国拠点となっており、⽶国でのビジネス展開を
計画・実施中のスタートアップへの⽀援を提供している

出所：シンガポール国⽴⼤学HP、Block 71 Silicon Valley HP・LinkedInを基にDTVS作成

Block71 Silicon Valley

• シンガポール国⽴⼤学（NUS）が有するインキュベーション施設「Block71」のシリコンバレーオフィス（本国シンガポールの他、7拠点が存在）
• シンガポール、アジア、⽶国の新興企業、投資家、業界リーダーがイノベーションを促進し、テクノロジー・ベンチャーの成⻑促進のためのコラボレー

ション・スペースとして存在
• 主にNUS、 Singtel Innov8、 Infocomm Investments Pte Ltd⽀援のスタートアップの⽶国拠点として活⽤

‐

• 2015年の設⽴以来、130社以上のスタートアップを⽀援、これらスタートアップは26億⽶ドル以上の資⾦調達に成功、評価額は総額78億⽶ドルに達
している

• スタッフ数はスタッフ 2〜10名程度
• シリコンバレー拠点においては、⾃国シンガポールを拠点とする世界規模の通信技術グループであるSingtelのCVCであるSingtel Innov8、シンガ

ポール情報通信開発庁(IDA)のベンチャーキャピタル部⾨であるInfocomm Investments Pte Ltd（IIPL）と連携し、施設運営にあたっている

• アクセラレーションプログラムの提供
• 各インダストリーに特化したイベントの開催
• 専属メンターによる⽀援
• 投資家・⼤企業とのネットワーキング⽀援
• リソースポータルへのアクセス

概要

基本
情報

事業
内容

主要
実績

提供メニュー

資⾦調達

パートナー/
スタッフ

URL https://siliconvalley.block71.co/

シンガポール

運営機関 シンガポール国⽴⼤学（NUS）・NUS Enterprise
他の設置

地域 蘇州（中国）、ジャカルタ（インドネシア）、ジョグジャカルタ（インドネシア） 、バンドン（インドネシア） 、サイゴン（ベトナム）、名古屋（⽇本）

イノベーション拠点
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韓国
 アクセラレーションプログラム
 イノベーション拠点
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韓国政府は、2023年にスタートアップ⽀援の中⻑期的政策として「Startup Korea」を作成、
具体的戦略の⼀つとして、国内スタートアップのグローバル化⽀援の重要性を指摘している

韓国政府におけるスタートアップ⽀援の取組み
政策概要担当省庁

出所：韓国政府中⼩・ベンチャー企業部HP、JETROビジネス短信を基にDTVS作成

中⼩・
ベンチャー
企業部

Startup Korea
（2023‐2027)

• 韓国政府における中⻑期の包括的スタートアップ⽀援政策
• 「Beyond Boundaries（韓国スタートアップのグローバル化）」「Solidarity（⺠間投資の喚起）」「Regional Startup, 

Equal Opportunity + Open Innovation（地域経済刺激策を通じた地⽅エコシステム活性化）」の3つの柱の実現
に向け、5つの戦略および2027年をターゲット年とした6つのKPIが設定されている

*Startup Genome「THE GLOBAL STARTUP ECOSYSTEM REPORT」ランキングによる。対象都市はソウル。**Global Entrepreneurship Monitor 2021/2022 Global Report (Global 
Entrepreneurship Research Association）

01

02

⼤胆なグローバルチャレンジ
とグローバル起業インバウン

ド構築

⺠間企業によるベンチャー
投資の促進および新たな
起業家⽀援政策の導⼊

海外起業および海外での成⻑⽀援
グローバル政策の戦略的連携強化
外国⼈の起業・就職⽀援
国境と空間を超えた起業環境の構築

⺠間によるベンチャー投資の促進
融合・複合型起業⽀援政策の導⼊
⼩規模企業の起業家への⾦融体制整備

04

05

ディープテックスタートアップ
の育成に向けたオープンイノ

ベーションの活性化と
規制改⾰

蓄積された経験を通じた挑
戦的な起業ムードの

構築

スタートアップと⼤企業のオープンイノベーショ
ンの促進
M&AおよびCVC制度の改善など
新しい規制改⾰制度の導⼊
挑戦的な起業ムードを助成する教育
起業につながる兵役制度と⼤学・研究環境

の整備
再起業と再挑戦が容易な環境の構築

03
地域企業クラスターの活性
化および地域ベンチャー投

資規模の補完

スタートアップクラスターの構築
⾮⾸都圏の競争⼒を持つスタートアップの育

成
⾮⾸都圏のベンチャー投資の活性化

1社 7社 10位 7位 12. 5 tril
KRW

14.2 tril
KRW

37.4% 40.0% 211.8 bil
KRW

500 bil
KRW

6位 3位

世界のユニコーン企業
トップ100位企業数 GSER *ランキング ベンチャー投資規模 ⾮⾸都圏のテクノロジー・

スタートアップ割合
持株会社のCVC

新規投資額
起業家精神指数

ランキング**

Startup Korea KPI（⽬標年は2027年に設定）

2022 2027 2022 2027 2022 2027 2022 2027 2022 2027 2022 2027

Startup Korea 具体的戦略

アウトバウンド⽀援策であるグローバルアク
セラレーションプログラムついて調査を実施

韓国 アクセラレーションプログラム
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韓国政府は、国内スタートアップの海外展開を⽀援するため、可能性検証、実証事業実
施、海外進出・基盤形成というフェーズごとにプログラムを提供している

韓国のスタートアップアウトバウンドプログラム構成

出所：韓国政府中⼩・ベンチャー企業部HP、創業進興院HP、JETRO ビジネス短信、ヒアリングを基にDTVS作成

＜担当部署＞
中⼩・ベンチャー企業部

＜実施内容＞
海外起業および海外での成⻑⽀援
グローバル政策の戦略的連携強化
中⼩企業創業⽀援法の改正

可能性検証 海外進出・基盤形成

アウトバウンド⽀援プログラム

実証事業実施

Startup Korea 具体的戦略

01：⼤胆なグローバルチャレンジと
グローバル起業インバウンド構築

<プログラム名>
•グローバルアクセラレーションプログ

ラム

<概要>
 海外進出を希望するアーリー期

のスタートアップに海外進出の
可能性検証及び競争⼒向上
に向けた⽀援

<プログラム名>
• K-スタートアップセンター海外進

出⽀援事業

<概要>
 海外エコシステムへの進出、グ

ローバルユニコーンへの成⻑を⽬
指し、広報・マーケティング、現
地企業とのマッチングなどによ
る海外進出と海外での基盤形
成を⽀援

<プログラム名>
•海外実証PoC

<概要>
 グローバル⼤企業とのPoCの

機会を提供し、アーリー期の企
業のローカライゼーションとグロー
バルスケールアップを⽀援

韓国 アクセラレーションプログラム

＜中⼩企業創業⽀援法の改正概要＞
• 改正概要：韓国⼈や韓国内の企業が海外で起業したり、外国法⼈転換した場合でも、下記条件を満たす場合韓国政府が⽀援でき

る法的根拠を整備
• ⽬的：海外現地法⼈の設⽴、定着、成⻑の各段階において、政府が積極的に⽀援することを可能にし、他の法律（「ベンチャー投資

促進に関する法律」や「租税特例制限法」など）の⽀援対象とする
• 条件：30％以上の株所有かつ最⼤株主であること、理事会の過半数を任命する権限を有すること、または本社は海外にあるがR&Dや

製造拠点が国内にあって雇⽤や付加価値を創出すること
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グローバルアクセラレーションプログラム

グローバルアクセラレーションプログラムは、韓国のスタートアップ企業の海外進出⽀援を⽬的
とし、様々な分野に適した都市での現地研修を提供するプログラムとなっている

出所：韓国政府中⼩・ベンチャー企業部 ”2023 글로벌액셀러레이팅스타트업모집공고” を基にDTVS作成

グローバル進出を志すスタートアップ企業にアクセラレーションプログラムを通じて、海外進出の可能性検証及び、競争⼒向
上を⽀援
中⼩・ベンチャー企業部
海外進出を志す創業7年以内の企業
※中⼩企業創業⽀援法第25条により中⼩ベンチャー企業部⻑官が告⽰する新産業創業分野の企業は、創業10年以内まで申請可能
ー（情報なし）

エドテックデジタルコンテンツ、ヘルスケア、フードテック、アグリテック、グリーンバイオ、スマートシティ、物流、⻘年創業分野

グローバル競争⼒を有した有望なスタートアップ企業に対して、海外市場調査、ビジネスローカライゼーションを焦点に当て、
⽶国、フランス、ドイツ、シンガポール、ベトナムのいずれかに6週間派遣するプログラム

⽶国、フランス、ドイツ、シンガポール、ベトナム

国内8週、海外6週

有 （ビジネスモデルに関するメンタリング）

有

有 （現地VC、パートナー企業とのマッチング）
有 （デモデイイベントの開催、現地ピッチイベントの参加）

ー（情報なし）
アクセラレーター（Mind The Bridge、Draper University、White Castle Partners、 Silicon Allee、BetahausX等）
コンソーシアム（The Vault Korea、123 Factory、Seoul Technopark、The Invention Lab等）
政府⽀援有（旅費及びプログラム参加費⽤として政府が1500万ウォン⽀援）

ー（情報なし）

韓国 アクセラレーションプログラム
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基本情報

その他

資⾦調達機会

ピッチイベント・デモデイ

アフターフォロー有無/内容

主要パートナー

参加費⽤／費⽤負担有無

関連する⼆国間協定、政府施策

進出対象国

メンタリング

期間

ネットワーキング

募集企業ステージ

募集企業対象分野

参加要件

⽬的

実施機関

⽀援内容

概要



各コースの実施機関、主要パートナー

韓国は、様々なコース分野に即した対象地域にて、主要パートナーであるアクセラレーター・コ
ンソーシアムと共にスタートアップ企業の海外展開⽀援を実施している

実施パートナー
（アクセラレーター・コンソーシアム）プログラム実施機関プログラム分野（対象地域）国名地域

Mind The Bridge韓国エドテック産業協会エドテックデジタルコンテンツ

⽶国北アメリカ Draper University国⺠体育振興公団スポーツ、ヘルスケア

The Vault SF、The Vault Korea韓国⻘年起業家精神財団⻘年創業分野*1

White Castle Partners韓国農業技術振興院フードテック、アグリテック、グリーンバイオフランス

ヨーロッパ Silicon Allee、123 Factory韓国⻘年起業家精神財団⻘年創業分野*1

ドイツ
BetahausX、Seoul Technopark国⺠体育振興公団スポーツ、ヘルスケア

Innolab Asia、The Innovation Labスマートシティ協会スマートシティベトナム

東南アジア
Tenity、N15スマートシティ協会スマートシティ

シンガポール Industry Platform、統合物流協会物流、流通、スマート物流

Innovative 360、Awesome Ventures韓国農業技術振興院フードテック、アグリテック、グリーンバイオ

韓国 アクセラレーションプログラム
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*1：若者の起業創出を⽬的とした分野であり、個別の産業分野を⽰す分野ではない
出所：韓国政府中⼩・ベンチャー企業部 ”2023 글로벌액셀러레이팅스타트업모집공고” を基にDTVS作成



Week 1〜4
（国内）

Week 5〜8
（国内）

Week 9〜14
（海外）

• メンタリング
• 研修（ビジネスマナー、コミュニケーション、英語

ピッチ練習 等）
• 海外進出成功事例の共有

• ビジネス環境の理解
• メンタリング
• 国内外アクセラレーター、VC、パートナー企業との

マッチング

• メンタリング
• 現地アクセラレーター、VC、パートナー企業とのマッ

チング
• デモデイイベント、プレゼンテーション機会

• 海外資⾦調達成功事例の紹介
• 研修・ワークショップ（グローバルビジネス環境、

ピッチ能⼒の強化、英語ピッチアップグレード）

• ビジネス環境、市場トレンドの理解
• 国内外アクセラレーター、VC、パートナー企業との

マッチング
• 資⾦調達に向けたコンサルティング、メンタリング

• 投資、戦略に関するコンサルティング
• 現地VC、パートナーとの１on１マッチング
• イベントへの参加

プログラムコンテンツ概要*1

事業開発や海外進出の基本知識を習得する⼀般型と、既に投資・売上実績を持つ企業
に対し資⾦調達に特化した⽀援を⾏う投資型の２つのプログラムが準備されている

⼀般型
（主に事業開発、成⻑に関する⽀援）

投資型
（資⾦調達に関する⽀援）

• 設⽴から7年以内（新産業創業分野の企業は、
創業10年以内）応募要件

• 設⽴から7年以内（新産業創業分野の企業は、
創業10年以内）

• 進出先地域において投資実績または売上（輸
出）がある企業

*1：出所では（案）として記載
出所：韓国政府中⼩・ベンチャー企業部 ”2023 글로벌액셀러레이팅스타트업모집공고” を基にDTVS作成

⼀般型、投資型の
どちらかを選択

韓国 アクセラレーションプログラム
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新産業創業分野⼀覧

【参考】新産業創業分野として指定されているのは以下の23分野

出所：韓国政府中⼩・ベンチャー企業部 ”2023 글로벌액셀러레이팅스타트업모집공고” を基にDTVS作成

分野⼀覧
⑰ 防災/安全⑨ システム半導体① AI

⑱ スマートシティ⑩ ⾃動運転② ビッグデータ

⑲ スマートホーム⑪ 電気、燃料電池⾞③ 5G+

⑳ 再⽣可能エネルギー⑫ バイオ④ ブロックチェーン

㉑ ２次電池⑬ 医療機器⑤ サービスプラットフォーム

㉒ CCUS⑭ 機能性⾷品⑥ リアリスティックコンテンツ

㉓ 資源循環、エネルギーリサイクル⑮ ドローン/パーソナルトランスポーテーション⑦ インテリジェントロボット

⑯ 未来型船舶⑧ スマート製造

韓国 アクセラレーションプログラム
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韓国
 アクセラレーションプログラム
 イノベーション拠点
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＜投資誘致・商業化⽀援プログラム＞
医療、海洋、環境分野で⽶国への進出を希望するスタートアップ5社
（創業７年以下）に対し下記の⽀援を実施
• 資⾦調達⽀援：メンタリング、ネットワーキングイベント
• Boot Camp：4⽇間のオンサイト研修（ニーズ分析、進出準備）
• 1on1の個別化事業プログラム
• フォローアップ：シェアオフィス、現地法⼈設⽴サービスの提供、メンタ

リング、ネットワーキング機会の提供

＜官⺠連携＞
• KSCハノイはロッテベンチャーズと協⼒した⽀援プログラムを実施

⺠間企業CVCと連携した⽀援の提供とネットワークの活⽤

KSCはネットワーキングや資⾦調達機会の提供、ニーズ分析⽀援などをパッケージで実施する
アクセラレーションプログラムを通じて韓国スタートアップ企業の北⽶進出を⽀援している

出所： K Startup Center HPを基にDTVS作成

K Startup Center Seattle

• 海外のアクセラレーター、VC等との協⼒を通じて韓
国のスタートアップの海外進出を⽀援する⽬的で
2019年に設⽴

• 拠点ごとに分野を分けており、⽶国シアトル拠点は
特に⾃動運転、⼩売に注⼒

‐

• プラットフォーム登録企業 グローバル151社、⽶国シアトル
拠点23社

• ブートキャンプ参加企業1,000社以上

• 連携機関：⼤学（University of Washington）、NPO
（Washington Technical Industry Association）、政府
機関（Greater Seattle Partners）、VC（Vulcan 
Ventures、IntuitiveX）

• 企業：7社（Amazon、Boeing、COSTCO等）
• テナント：11社（韓国スタートアップ企業）
• チーム：4名
• ネットワーキング、資⾦調達、個別⽀援（市場調査等）
• 海外進出⽀援プログラム（グローバルアクセラレーション、海

外実証PoC）
• アクセラレーションプログラム（STARTUP BOOTCAMP）
• シェアオフィス

概要

基本
情報

事業
内容

主要
実績

提供メニュー

コミュニティ

主なスタート
アップ

パートナー/
スタッフ

URL https://k‐startupcenter.org/eng/Main.do

韓国

提供プログラム

運営機関
他の設置

地域 インド、シンガポール、ベトナム、フランス

中⼩・ベンチャー企業部

＜STARTUP BOOTCAMP＞
• 短期プログラム：ニューヨークでのネットワーク構築や⽶国進出のため

の戦略策定を⽬的として、業界専⾨家や潜在顧客、起業家/投
資家とのミーティングの機会を提供

• Regular Program：現地でのローカライゼーションを進める企業に対
し、ワークショップを通じた現地ネットワークの構築や顧客、投資家
等への理解を深めるためのメンタリングやミーティング機会の提供に
よる⽀援を実施

• グローバルの実績
 950 社の⽀援（そのうち41%は⼥性創業者）
 4,626⼈の雇⽤創出
 8億2,300万ドルの調達

イノベーション拠点
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KOTRA Silicon Valleyは韓国企業の⽶国進出を⽀援するためマッチング、イベント、個別⽀
援等に加え、シェアオフィスの提供やセミナーによる情報提供を実施している

出所: KOTRA HP、各イベント HPを基にDTVS作成

KOTRA Silicon Valley

‐

• 様々な分野のVCや業界リーダー、⼤企業、スタートアップ企
業とのネットワークを保有

• テクノロジー業界の様々な分野のVC
• 業界リーダー 等
• スタッフ：27名（投資誘致、市場調査、マーケティング等）

• マッチング
• イベント実施（ウェビナー、ネットワーキングイベント等）
• ⽶国への進出を希望する韓国企業（スタートアップを含む）

への個別⽀援
• シェアオフィス
• 情報提供（セミナー、ニュースレター）

概要

基本
情報

事業
内容

主要
実績

提供メニュー

コミュニティ

主なスタート
アップ

パートナー/
スタッフ

URL https://www.connectkotrasv.org/

イベント

⽇時：2023年12⽉4⽇
場所：KOTRA Silicon Valley
プログラム
• K‐Tech Innovation Fair：20社以上の韓国テック企業が展⽰
• Live Pitch Session：10社以上のピッチセッション（グローバルVCによる

審査）
• Exclusive Business Meeting：個別ビジネスミーティング
• Partnership Ceremony：パートナーシップ拡⼤を祈念するセレモニー
• Networking Session：ネットワーキングセッション

韓国

• KOTRAは1962年に韓国政府により貿易振興及び
海外市場調査のため設⽴された独⽴⾏政法⼈

• シリコンバレー拠点は業界をリードする韓国企業と
⽶国企業の連携を促進する⽬的で1995年に設置
され、イベントの開催やビジネスマッチングによるサ
ポートを提供

K‐Tech Partnership Day

K‐Global @ Silicon Valley

⽇時：2022年11⽉7‐8⽇
場所：Marriott Santa Clara
共催：Ministry of Science and ICT、nipa、KIC Silicon Valley
プログラム
• FORUM：メタバースのコンテンツ・プラットフォーム・ネットワーク・デバイス

に関するプレゼンテーション、パネルディスカッション
• K‐PITCH：韓国スタートアップ16社が国内予選を経て出展
• I‐PITCH※：インターナショナルピッチコンペ、グローバルスタートアップ8社

が出展
• PARTNERSHIP EXPO：韓国のメタバース企業やAI関連中⼩企業が各

社の製品、サービス、技術を展⽰
（K‐Global 2022のK‐PITCH出展企業例）

運営機関
他の設置

地域

KOTRA（産業通商資源部）

世界129カ所（ニューヨーク、ロンドン、パリ、シンガポール等）

イノベーション拠点
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KICはデジタル分野のスタートアップ企業の北⽶進出を⽀援するため、イベントによるネット
ワーキング⽀援やソーシングプラットフォーム、アクセラレーションプログラムを提供している

出所： KIC HP、各イベントHPを基にDTVS作成

K Innovation Center

• KICは韓国のデジタル分野のスタートアップ企業の
北⽶市場進出⽀援を⽬的に 2014 年に設⽴

• ⽶国およびカナダでの事業展開に向けたネットワー
ク提供、各種イベントを実施

‐

• VC：40社以上
• スタートアップ（シリーズA以上）：12社以上
• プログラム、イベントに参加したスタートアップ：80社以上

• スタッフ：プログラムディレクター、アクセラレーティングプログラ
ムマネージャー、PRディレクター、マーケティング、事業開及び
と投資関係の担当者が在籍

• VC、投資機関、⺠間企業、官公庁：27社・組織
(VC：500 Global、Alchemist、Futureplay、⺠間企業：
Cooley、WeWork、投資機関：KDB Bank、KVIC、官公
庁：中⼩企業ベンチャー部 等)

• イベント（K‐Day, ピッチ・ネットワーキング等）
• プラットフォーム（技術ソーシング、ネットワーキング）
• Startup Accelerator Programs（Entrepreneur Market‐Fit 

Program、Product Market‐Fit Program、Go to Market 
Program）

概要

基本
情報

事業
内容

主要
実績

提供メニュー

コミュニティ

主なスタート
アップ

パートナー/
スタッフ

URL https://kicsv.org/

イベント

韓国

⽇時：2023年9⽉14, 15⽇
場所：Grand Hyatt SFO
共催：Bay Area K‐Group、Korean Investment Corporation
分野：デジタルヘルス、AI、メタバース、SaaS
協⼒企業：15社（OpenAI、Meta、stripe、SoftBank、Zendesk等）
プログラム
• 1⽇⽬：展⽰会（40社以上のスタートアップが出展）
• 2⽇⽬：講演

提供プログラム
EMF(Entrepreneur Market‐Fit Program)
• 概要：⽶国での会社設⽴・運営を総合的に⽀援
• 時期：年２回（春、秋）
• 過去の参加企業例：ArgosVision、Laplace Technologies等
PMF(Product Market‐Fit Program)
• 概要：⽶国市場に製品が適合しているかの検証、⽶国展開での

基盤形成⽀援
• 時期：9〜10⽉（デジタルヘルス分野）、10⽉後半（AI）
• 期間：計6週間（1週間リモート、5週間対⾯での実施）
GMF(Go to Market Program)
• 概要：既に顧客を獲得したスタートアップに対し拡⼤戦略策定、資

⾦調達、チームマネジメント等を⽀援
• 内容：VCからの資⾦調達機会提供、幹部の⼈材獲得⽀援、取

締役会、出⼝戦略策定⽀援

運営機関
他の設置

地域 ⽶国、ドイツ、イスラエル

科学技術情報通信部

イノベーション拠点
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フランス
 アクセラレーションプログラム
 イノベーション拠点
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フランス政府におけるスタートアップ⽀援の取組み

フランス政府は、⼤統領の強いリーダーシップのもと、スタートアップを経済成⻑のキードライ
バーと位置づけ、 国内外におけるフランスエコシステムの強化を進めてきた

出所: フランス政府「La French Tech」 、在⽶フランス⼤使館HP、JETRO HPを基にDTVS作成

フランス

経済・財政・産業・
デジタル省

La French Tech
(2013‐

• 「スタートアップ育成が経済成⻑を促進する」との考えにより、オランド⼤統領が開始したイニシアチブ。
• スタートアップの⽀援をフランス国内にとどまらず国際的なレベルで展開することが重要視されており、

スタートアップや、関連するR&D施設、ベンチャーキャピタル、メディア、公的部⾨等の連携促進を通じ、
①フランスのスタートアップの海外進出、及び②外国籍のスタートアップのフランスでの活動促進の両
⾯に係る枠組みが設けられている
• La French Techの下、4つのスタートアップ⽀援プログラムが提供されている（2024年2⽉現在）

政策概要担当省庁

Start‐up 
Nation(2017‐)

• 2017年、政府はフランスを「スタートアップ⽴国（Start‐up Nation）」とする⽬標を掲げ、100億ユー
ロを基⾦とする、イノベーション基⾦の創設を発表
• エコロジーへの移⾏とデジタルトランスフォーメーションの促進、⼈材育成とビジネス競争⼒の強化を⽬

的としたもの

French Tech Visa
(2017)

La Synapse

フランス政府・⼤統領

Bpifrance

その他省庁

French Tech Mission
（経済・財政・産業・デジタ

ル省企業総局傘下）

外務省

在⽶フランス⼤使館
French
Tech

Mission

• ⼤⻄洋両岸のディープテック・コミュニティ間のネットワーク構築、破壊的イノベーションの分野における国
際協⼒を促進し、の主要なグローバル課題の解決に貢献することにより、フランスが⽶国における主要
なイノベーション・エコシステムの担い⼿となるとともに、France 2030計画の推進に貢献することが⽬的
• 同政策の枠組み下にて、J‐StarXに類似の海外派遣を伴うアウトバウンド⽀援策(NETVA)を実施（次

ページ以降参照）
• 査証発給のファストトラック化により、海外の投資家・起業家・テック⼈材のフランスへの呼び込み、お

よび国内エコシステム強化を⽬的に導⼊。4年間を上限とし、家族帯同なども可能となっている。

LA FRENCH TECH 
2030

LA FRENCH TECH 
TEMPELIN

LA FRENCH TECH 
NEXT40/120

LA FRENCH TECH 
RISE

France 2030
(2021‐)

• 深刻な海外依存リスクが顕在化した戦略部⾨における国内⽣産強化と、環境・エネルギー移⾏を後
押しする破壊的イノベーションへの⼤型投資を通じて、脱炭素化の加速と、産業および技術の⾃律
性（主権）確保を⽬的とするイニシアチブ。総額540億ユーロ。
• 予算の半分を50％を環境に負荷をかけないイノベーションやスタートアップ企業に投資する計画

内務省

Business
France

アクセラレーションプログラム
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La Synapse

フランスは⽶国でのディープテック外交を推進するためLa Synapseを組織し、アウトバウンド、
インバウンドの双⽅を⽬的としたプログラムを総合的に実施している

出所: La Synapse HPを基にDTVS作成

フランス

実施機関
在⽶フランス⼤使館科学技術局

•資⾦調達サイクルや研究開発期間など⻑期的なサ
ポートを必要とする分野であるディープテックの⽶国での
加速に特化した組織として在⽶フランス⼤使館に設置
•ディープテック外交の加速を中核的使命として位置づけ

＜実績＞
• 研究者、起業家、ビジネスリーダーの参加者数： 1,400 ⼈以上
• 協⼒ベンチャーキャピタル数：20社以上
• ⽶国におけるディープテックの成功事例：50社以上
• ディープテックイノベーションサポート機関の年間参加数：60以上

提供プログラム

NETVA：Deep Techの北⽶市場へのアプローチに焦点を当てたトレーニン
グセミナー（パリで実施）及び⽶国の7つのエコシステムのいずれかに1週
間滞在するプログラム

アウトバウンド

Start in France：⽶国を拠点とする研究者や起業家に対しワークショッ
プ（⽶国で実施）及びフランスでのワークショップ、ネットワーキングイベン
ト等を提供するプログラム

インバウンド

The Innovation Days：フランスと⽶国に拠点を置く研究機関、スタート
アップ、⺠間企業が卓越したパートナーシップを形成することを⽬的として
実施されるイベント。毎年数回⽶国主要都市で開催

イベント

Learning Expedition：研究機関、スタートアップ、⺠間企業がフランス
から⽶国もしくは⽶国からフランスに訪問する際に正式にサポートすること
を⽬的としたプログラム

サポート

アクセラレーションプログラム
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New Technology Venture Accelerator（NETVA）

NETVAは、Deep Tech分野のスタートアップの⽶国進出を⽀援することを⽬的として、セミ
ナー及び分野に応じた都市での現地研修を提供するプログラムとなっている

出所：NETVA HP、La Synapse HPを基にDTVS作成

フランスの⾰新的なスタートアップ企業に対し、個別⽀援、機会分析、⽶国における技術提携のプログラムを提供し、付加
価値の⾼い⾰新的な製品を開発するフランスのスタートアップ企業の国際化のニーズを⽀援
在⽶フランス⼤使館科学技術部
フランスのスタートアップ（売上200万ユーロ以下、従業員15⼈未満、フランス国内で設⽴から5年以内）
※既に⽶国で事業を実施している企業は対象外
アーリーステージ

Deep Tech（ヘルスケア、アグリテック、エネルギー、⼈⼯知能、製造業、ロボット⼯学など幅広い技術分野）

Deep Techの北⽶市場へのアプローチに焦点を当てたトレーニング（パリで実施）及び⽶国の7つのエコシステム（アトラン
タ、ボストン、シカゴ、ヒューストン、ロサンゼルス、サンフランシスコ、ワシントンDC）のいずれかに1週間滞在するプログラム

⽶国（分野に応じて⽶国7都市から選択）

セミナー：２〜3⽇間、現地研修：4 〜 6⽇間

有 （個別のトレーニング及びセッション）

有 （活動分野のキーパーソンとの個別ミーティング等）

有
有

ー

スポンサー：Bpifrance 連携：CNRS、INSERM、CNES、CEA、INRAE
参加費2,000 〜 2,600ユーロ（派遣先により異なる）に加え航空券、現地移動費等⾃⼰負担
※宿泊費、⼀部の⾷事代のみ主催者負担
ディープテック分野の振興を⽬的とした在⽶フランス⼤使館「ラ・シナプス」の⼀環

フランス アクセラレーションプログラム
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基本情報

その他

資⾦調達機会

ピッチイベント・デモデイ

アフターフォロー有無/内容

主要パートナー

参加費⽤／費⽤負担有無

関連する⼆国間協定、政府施策

進出対象国

メンタリング

期間

ネットワーキング

募集企業ステージ

募集企業対象分野

参加要件

⽬的

実施機関

⽀援内容

概要



NETVA派遣先エコシステム

NETVAの派遣プログラムは、スタートアップの分野とエコシステムの強みを踏まえ最適な都市
を決定することで、資⾦調達の確度やネットワークの質を⾼めている

• アトランタ：フィンテック、物流、医療、スマートシティ
• ボストン：バイオテクノロジー、医療/⽣命科学、⼈⼯知能、ロボット⼯学、量⼦、低炭素エネルギー
• シカゴ：農業、物理、化学、⼯学、医療
• ヒューストン：エネルギー転換、エレクトロニクス/IT、医療、宇宙
• ロサンゼルス：ライフサイエンス、健康、バイオテクノロジー、環境
• サンフランシスコ/シリコンバレー：AI、デジタル、データ、ソフトウェア
• ワシントンDC：量⼦情報科学、サイバーセキュリティ、AI、航空宇宙、連邦規制、スマートシティ/IoT、再⽣可能エネルギー、

⽣態学的移⾏、クリーンテック

都市/エコシステムの強み ※2015‐2017年にはカナダ・トロントにも派遣

フランス アクセラレーションプログラム

• 派遣先の都市はスタートアップの活動分野とエコシステム
の強みを踏まえて決定
 スタートアップの活動分野とエコシステムの親和性が

検討されたうえ
• 1つのエコシステムに派遣される企業は最⼤3社

派遣先決定条件

スタートアップはエコシステムに約１週間滞在し、ビジネスモデ
ル検討ワークショップ、キーパーソンへのヒアリング、プログラム
評価イベントなどを通しネットワークを構築
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NETVA採択企業分野

採択企業の分野としては医療を中⼼に、AI、量⼦、ロボットなど幅広く、また多くがAIやICT
など複数の技術を導⼊していることから学際性が重要なポイントとなっている

＜2023年NETVA採択企業：合計18社＞
• 医療機器・器具（4社）：Myotact （医療機器）、Chipiron （低磁場 MRI 装置）、 Revival Bionics （義肢・装具）、

Austral Dx （超⾳波医療機器）
• 医療診断・治療（3社）： Predicting Med （医療診断）、 Twinical （⼿術ガイダンス）、 Aken Medical （放射線療

法）
• AI（3社）：Ochy （AIバイオメカニクス分析アプリ）、 PaIRe （核内科医向け AI ツール）、 Bfore.Ai （AIアルゴリズム）
• サイバーセキュリティ（2社）： Astran （クラウドセキュリティ）、Snowpack （匿名化技術）
• ⼯学（1社）：Safehear （⾳響技術）
• ⽣化学（1社）：InSpek （化学検出システム）
• 通信（1社）： Firecell （プライベート5G接続）
• デジタル（1社）：XmBauble （デジタル ID ）
• 量⼦（1社）：Welinq （⾼性能量⼦メモリ）
• ロボット（1社）：MecaBotiX （ロボット）

2023年NETVA採択企業の分野

幅広い分野のディープテック企業が採択されているが、複数の技術を活⽤する企業が多数であり学際性が重要
例：バイオテクノロジー・医療・ライフサイエンス分野の企業のうち約2割がAIを活⽤、約1割がICTを使⽤

フランス アクセラレーションプログラム
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2023年NETVA採択企業（1/2）

【参考】2023年NETVA採択企業の概要は以下の通り

直近の調達額／資⾦
調達回数事業概要本社企業名

⾮開⽰/1回固形がん腫瘍を治療するための次世代の個別化された適応放射線療法を開発フランスaKen Medical

5.01 mil USD/3回データの機密性、セキュリティ、コンプライアンスを損なうことなくクラウド導⼊を可能に
する新しいソフトウェアソリューションを開発フランスAstran

0.53 mil USD/1回⼼臓および肺の病状のスクリーニング、診断、モニタリングのために空中超⾳波を使
⽤する初の医療機器を開発フランスAustral Dx

5.00 mil USD/3回悪意のあるドメイン リストを活動化する前に予測する AI アルゴリズムを開発フランスBfore.Ai

6.00 mil USD/3回新世代の低磁場 MRI 装置を開発フランスChipiron

1.42mil USD/8回⾃社の⼯場や⼯業⽤地にプライベート ネットワークを導⼊して運⽤できるようにする
オープンソース 4G および 5G ソフトウェアスイートを開発フランスFirecell

0.26mil USD/3光学マイクロチップに基づく化学検出システムを開発フランスInSpek

Pitchbook上登録ある
が、当該情報なし単独またはグループで動作できる⾰新的なロボットを開発フランスMecaBotiX

0.39 mil USD/4幻肢痛に対処する医療機器を開発フランスMyotact

0.53 mil USD/4持ち運び可能なラボ品質のバイオメカニクス分析により⼈々が⾃分の可能性を最
⼤限に発揮できるように⽀援するアプリを開発フランスOchy

出所：NETVA HP、Pitchbook、各社HP、各社Linkedin HPを基にDTVS作成

フランス アクセラレーションプログラム
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2023年NETVA採択企業（2/2）

【参考】2023年NETVA採択企業の概要は以下の通り

直近の調達額/資⾦
調達回数事業概要本社企業名

Pitchbook登録なし内科医向けの AI ツールを開発フランスPaIRe

Pitchbook登録なし個別化医療のための診断、予後診断、治療サービスを提供フランスPredicting Med 

Pitchbook上登録ある
が、当該情報なし下肢切断者や⿇痺者向けのアクティブ義肢や装具を開発フランスRevival Bionics 

⾮開⽰/5回騒⾳の多い環境 (最⼤ 100 dB) で作業し通信する必要がある⼈々向けの⾳響技
術を開発フランスSafehear

⾮開⽰/2回パブリックインターネットネットワークを使⽤して、完全に匿名化された安全な⽅法で
データを送信できるようにするテクノロジーを開発フランスSnowpack

Pitchbook登録なし軟部組織の⼿術計画とナビゲーションのための新しいパラダイムを開発フランスTwinical

5.36 mil USD/2回ハードウェアに依存しないフルスタック量⼦リンク ソリューションを展開するための⾼性
能量⼦メモリを提供フランスWelinq

Pitchbook登録なし芸術オブジェクトのためのユニークで安全なデジタル IDを開発フランスXmBauble

出所：NETVA HP、Pitchbook、各社HPを基にDTVS作成

フランス アクセラレーションプログラム
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NETVA実績、資⾦調達事例

NETVA採択企業の84%が事業を継続しており、多くの企業が資⾦調達や特許取得を順調
に進め、採択企業全体では合計10億ユーロ以上の資⾦を調達している

＜実績＞
• NETVA事業により⽶国内の各エコシステムに派遣されたスタートアップ総数：204社
• 受賞スタートアップによる資⾦調達総額：1bユーロ以上
• 特許取得数：332件以上

 例1：Exoes (NETVA 2013年、エンジン等の熱管理システム開発) は 27 件の特許を申請
 例2：Uwinloc (NETVA 2017年、位置特定ソリューション開発) は 22 件の特許を申請

NETVA採択スタートアップの84%が事業を継続（6%は他企業による買収、10%が事業清算）

資⾦調達事例

• 分野：医療器具（直感的で使いやすい歩⾏補助外⾻格ソリューションの提供）
• 累計調達額：67.96mUSD

 直近主要取引： 2022年1⽉にシリーズCベンチャー資⾦4,500万ドルを調達（Quadrant 
Managementが主導、Malakoff Humanis、Sofiouest、LBO France、Bpifrance等が参加）(2012年設⽴、NETVA2016年)

(2019年設⽴、NETVA2021年)

• 分野：量⼦（量⼦シミュレーター開発）
• 累計調達額：147.83mUSD

 直近主要取引： 2023年1⽉にシリーズBベンチャー資⾦9,679万ユーロを調達（Temasek Holdingsが
主導、 Eni Next、Wa‘ed Ventures、Daphni、Bpifrance等が参加）

(2018年設⽴、NETVA2019年)

• 分野：医療（細胞療法）
• FrenchTech120に選出
• 累計調達額：84.11mUSD

 直近主要取引：2021年9⽉にシリーズBベンチャー資⾦6,400万ユーロを調達（ Bpifranceが主導、
Bristol‐Myers Squibb、Leonard Green & Partners and Siparex XAnge Venture等が参加）

出所：La Synapse HP、pitchbookを基にDTVS作成

フランス アクセラレーションプログラム
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フランス
 アクセラレーションプログラム
 イノベーション拠点
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French Tech San Francisco

フランスはFrench Tech San Franciscoを設置し、個別⽀援、ネットワーキングイベント、マーケ
ティングを実施、ユニコーン企業2社を含む600社以上がコミュニティに参加している

出所：French Tech San Francisco HP、Front社HP、Pitchbook、La Croix “Mathilde Collin, la Française qui révolutionne les mails de la Silicon Valley” を基にDTVS作成

• ⽶国ベイエリアにおけるフランススタートアップの国外
進出先での活動⽀援やマーケティング拠点として設
置された政府機関

• シリコンバレーのプレーヤーにブランドと⼈材の価値を
広報し、フランスのスタートアップエコシステムへの理
解を促進

‐

• スタートアップ600社以上（ユニコーン2社を含む）
• コミュニティメンバー2500以上（SNSのメンバー）
• 投資家30社以上

• 公的機関：Bpifrance、Business France、フランス総領事館
• ⺠間企業・組織：18社（銀⾏、投資機関等）
• コミュニティ：The French Alumni Association (FAA)、仏⽶

商⼯会議所、 French Founders
• アンバサダー：20名以上（起業家、経営者、投資家等）

• スタートアップへの助⾔、個別⽀援
• 現地会議への参加、シリコンバレーを訪れたフレンチテックリー

ダーとのミーティング
• フレンチテックイベントの実施、様々なパートナーによるイベント
• 現地インフルエンサーとのコミュニケーション 等

基本
情報

事業
内容

主要
実績

提供メニュー

コミュニティ

主なスタート
アップ

パートナー/
スタッフ

URL https://frenchtechsf.org/

企業事例

• 分野：SaaS（コミュニケーションチャネルを集約するための
マルチチャネル受信トレイプラットフォームの開発）

• 背景：2013年にパリで創業、Y Combinator（3か⽉の
アクセラレーションプログラム）に参加、2014年にサンフラ
ンシスコに拠点を移転

• 拠点：サンフランシスコ（本社）、シカゴ、パリ、ダブリン
• 累計調達額：203.22mUSD
 直近主要取引：2022年5⽉、シリーズDベンチャー資

⾦65mUSDを調達（Salesforce Ventures、Battery 
Venturesが主導、Uncork Capital等が参加）

 シリーズDの調達でFrontの価値は17億ドルに達しユ
ニコーンの地位を獲得

(2013年設⽴)

フランス

＜French Tech San Franciscoの活⽤＞
• 製品の開発初期段階で3,000社が関⼼を⽰す
 その多くが⽶国シリコンバレーの企業・投資家

• ⽶国の投資家を紹介してもらうことを⽬的にFrench Tech San 
FranciscoのプレジデントであるReza Malekzadeh⽒と⾯談
 現地の様々な企業・投資家を紹介してもらうことに成功

カリフォルニアのインキュベーターである
Y Combinatorのアクセラレーションプログラムへの参加・出資獲得

運営機関
他の設置

地域

La French Tech

世界22カ所（ボストン、ロンドン、シンガポール、東京等）

イノベーション拠点
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EIT HUB SILICON VALLEY

欧州全体のハブとして、欧州委員会の出資によるEIT HUBも設置されており、マッチング、
ブートキャンプ、イマージョンプログラムなど多様な機会を提供している

• 欧州イノベーション技術研究所 (EIT) のアウトリーチ
拠点

• 2019 年に欧州外初のコミュニティハブとして開設さ
れ、欧州スタートアップと⽶国企業、投資家との協
業を⽀援

• 企業1,934社
• リサーチセンター458か所
• 都市地域及びNGO311機関
• ⾼等教育センター572か所
• 欧州全体のパートナー3,200⼈以上

• 出資：欧州委員会
• 公的機関：6機関（GABA、BAYAREA COUNCIL、カリ

フォルニア州政府、BELCHAM、ART‐ER、Regione Emilia‐
Romagna）

• チーム：4名

• マッチメイキングプログラム
• ブートキャンプ（研究者、起業家、政治家等を対象）
• ネットワーキング・資⾦調達機会の提供を⽬的とした

イマージョンプログラム 等

概要

基本
情報

事業
内容

主要
実績

提供メニュー

コミュニティ
(グローバルの数値)

パートナー/
スタッフ

URL https://go‐eit.eu/eit‐silicon‐valley‐hub/

出所： EIT HUB SILICON VALLEY HP、EIT HP を基に作成

提供プログラム

• 名称：CONNECT & EXPERIENCE
• 概要：業界のトッププレーヤーや主要なスタートアッププロ

グラムの紹介、エコシステム開発における最先端のベスト
プラクティスとモデルへのアクセス、資⾦調達の機会提供

• プログラム内容
1. シリコンバレーでのブートキャンプ（4⽇間）
2. ヨーロッパでのフォローアップセッション
3. C&Eイノベーションコミュニティネットワークへのアクセス

• 対象：欧州を拠点とするイノベーション創出組織に所属
する専⾨家
※個⼈のスタートアップやコンサルタントは対象外
 例：TTO’s、アクセラレーター、イノベーション機関、研究

センター、研究室、インキュベーター、または学界や産業
界等の事業創出責任者

• 名称：Horizon Europe
• 概要：マッチメイキングサービスを提供しており、欧州と⽶

国の企業・組織間のネットワークを拡⼤・強化

• 名称：UP
• 概要：シリコンバレーを拠点とする研究者、起業家、政

治指導者向けに特化したエグゼクティブブートキャンプで
あり、欧州のテクノロジーエコシステムへの理解促進を⽬
的とする

フランス

アウトバウンド

インバウンド

マッチメイキング

運営機関
他の設置

地域 イスラエル

欧州イノベーション技術研究所（欧州委員会100％出資）

イノベーション拠点
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